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第 ４ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

平成29年10月13日(金曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時36分休憩 

            午後０時43分開議 

            午後２時３分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第44号 平成28年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第45号 平成28年度熊本県中小企業振

興資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第49号 平成28年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第50号 平成28年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第56号 平成28年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計歳入歳

出決算の認定について 

 議案第57号 平成28年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還

等特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

――――――――――――――― 

出席委員(12人) 

        委 員 長 坂 田 孝 志 

        副委員長 浦 田 祐三子 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 森   浩 二 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 増 永 慎一郎 

        委  員 磯 田   毅 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部 長 田 中 義 人 

政策審議監 中 山 広 海 

環境局長 藤 本   聡 

県民生活局長 瀬 戸 浩 一 

環境政策課長 田 村 真 一 

水俣病保健課長 小 原 雅 之 

水俣病審査課長 三 輪 孝 之 

政策監 山 口 喜久雄 

環境立県推進課長 橋 本 有 毅 

環境保全課長 山 口 勝 也 

自然保護課長 中 尾 忠 規 

循環社会推進課長 久 保 隆 生 

くらしの安全推進課長 猿 渡 信 寛 

消費生活課長 西 川 哲 治 

男女参画・協働推進課長 真 田 由紀子 

人権同和政策課長 園 田 正 喜 

 商工観光労働部 

部 長 奥 薗 惣 幸 

政策審議監兼         

商工政策課長 中 川   誠 

商工労働局長 寺 野 愼 吾 

新産業振興局長 村 井 浩 一 

観光経済交流局長 原 山 明 博 

国際スポーツ大会推進局長 小 原 雅 晶 

商工振興金融課長 浦 田 隆 治 

労働雇用創生課長 石 元 光 弘 

産業支援課長 末 藤 尚 希 

エネルギー政策課長 前 野   弘 

企業立地課長 小 牧 裕 明 

観光物産課長 永 友 義 孝 

国際課長 小金丸   健 

首席審議員兼         
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国際スポーツ大会推進課長 水 谷 孝 司 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 金 子 徳 政 

          会計課長 無 田 英 昭 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

         局 長 高 山 寿一郎 

   首席審議員兼監査監 小 原   信 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 門 垣 文 輝 

     議事課課長補佐 福 田 博 文 

       議事課参事 小 池 二 郎 

     ――――――――――――――― 

  午前10時開議 

○坂田孝志委員長 皆さんおはようございま

す。 

 それでは、ただいまから第４回決算特別委

員会を開会いたします。 

 本日は、午前に環境生活部の審査を行い、

午後から商工観光労働部の審査を行うことと

しております。 

 それでは、これより環境生活部の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。なお、執行部

からの説明は、効率よく進めるために、着座

のままで簡潔にお願いします。 

 それでは、環境生活部長から決算の概要の

総括説明を行い、続いて担当課長から順次資

料の説明をお願いします。 

 初めに、田中環境生活部長。 

 

○田中環境生活部長 おはようございます。

環境生活部長の田中でございます。 

 平成28年度決算の説明に先立ちまして、前

年度の決算特別委員会において御指摘のあり

ました施策推進上改善または検討を要する事

項等のうち、環境生活部関係の事項につきま

して、措置状況を御報告いたします。 

 「多重債務者生活再生支援事業について、

全国的にも先進的な取り組みであり、今後と

も福祉部門と連携を密に事業展開を図るこ

と。」という御指摘でございました。 

 多重債務者問題につきましては、その背景

に生活困窮などの問題を抱えられている場合

もあり、県では、消費生活部門と福祉部門等

との連携促進のための研修会を実施し、市町

村の庁内連携体制の構築を支援してまいりま

した。 

 これらの取り組みによって、本事業の全相

談件数に占める福祉部門を含む他部署、他機

関からの紹介件数の割合は、平成27年度の61

％から、28年度は83％に増加をいたしており

ます。今後とも、福祉部門等との連携を強化

してまいります。 

 御指摘に係ります措置状況は以上でござい

ます。 

 続きまして、環境生活部の平成28年度決算

の概要につきまして御説明を申し上げます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 当部に関連する会計は、一般会計及び熊本

県のチッソ株式会社に対する貸し付けに係る

県債償還等特別会計の２会計でございます。 

 まず、歳入でございますが、最下段の予算

現額276億8,700万円余に対しまして、調定

額、収入済み額は250億6,000万円余で、不納

欠損及び収入未済はございません。 

 また、予算現額と収入済み額との差額であ

ります26億2,600万円余は、７市町村から事

務委託を受けて実施をしております災害廃棄

物処理事業の処理実績が当初見込みを下回

り、受託収入が減額となったこと並びに事業

繰り越しなどによるものでございます。 

 次に、歳出でございますが、最下段の予算

現額359億700万円余に対しまして、支出済み

額は324億9,500万円余、繰越額は14億7,100

万円余、不用額は19億4,000万円余でござい

ます。 



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成29年10月13日) 

 - 3 - 

 不用額の主な内容は、歳入と同じく、災害

廃棄物処理事業の処理費用が当初の見込みを

下回ったことなどによるものでございます。 

 以上が平成28年度決算の概要でございま

す。詳細につきましては、各課長が御説明を

いたしますので、よろしく御審議のほどお願

いを申し上げます。 

 

○坂田孝志委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○田村環境政策課長 環境政策課長の田村で

ございます。 

 まず、今年度の環境生活部におきます定期

監査の結果ですが、環境保全課におきまして

１件御指摘がございました。このことにつき

ましては、後ほど担当課長から説明させてい

ただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、環境政策課の決算について、決

算特別委員会説明資料に基づきまして御説明

いたします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、国

庫支出金につきまして、予算現額71万円余を

計上しておりましたが、水銀専門家育成支援

におきまして、補助事業者が当初予定してい

た事業を見送ったことから、国に対して補助

申請を行う必要がなくなったため、収入はゼ

ロとなっております。 

 続きまして、３ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございます。 

 上段の一般管理費につきましては、人事課

から特配を受けました職員の時間外勤務手当

等でございます。各課共通でございますの

で、ほかの課の説明は省略させていただきま

す。 

 中段の公害対策費につきましては、職員給

与費のほか、環境生活部政策調整事業、水銀

フリー推進事業などでございます。 

 不用額413万円余につきましては、経費節

減に伴う執行残でございます。 

 下段の諸支出金につきましては、後ほど御

説明いたしますチッソ株式会社に対する貸付

けに係る県債償還等特別会計への繰出金でご

ざいます。 

 不用額40万円余は、県債借り入れの利率変

動によるものでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ここからは、チッソ株式会社に対する貸付

けに係る県債償還等特別会計の決算になりま

す。 

 まず、この特別会計で処理しております事

柄を大まかに御説明申し上げますと、本県が

過去にチッソに貸し付けるために借り入れま

した、いわゆるチッソ県債等の償還に係る特

別会計でございます。 

 チッソへの金融支援は、基本的に、国の資

金を原資に、県が直接的または間接的にチッ

ソに貸し付けるものでございます。国の閣議

決定におきましても、国の施策として行われ

るものであるとされ、万一不測の事態が発生

した場合には、国において万全の措置を講ず

るとされており、これに基づいて国の補助や

交付税措置がなされております。 

 具体的には、各償還時期におきまして、チ

ッソから可能な範囲での返済負担を求め、不

足する額を国庫補助金で８割、全額交付税措

置のある特別県債で２割というルールで財源

に充当しております。 

 中身に入ります。 

 まず、歳入についででございますが、全て

の項目で不納欠損、収入未済はございませ

ん。 

 ４ページ上段の公害防止事業費事業者負担

金は、水俣湾の公害防止事業に係るチッソ負

担金で、６億4,000万円余でございます。 

 中段のチッソ貸付金元金・利子は、水俣病

認定患者に対する補償の支払いのため、チッ
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ソに貸し付けた貸付金の返済金で、29億

8,000万円余でございます。 

 下段は、旧水俣病問題解決支援財団に対す

る出資金に係る県債、いわゆる平成７年一時

金県債の元利償還のための一般会計からの繰

入金２億7,000万円余でございます。 

 ５ページをお願いします。 

 まず、支援措置費は、チッソに対する金融

支援に係る費用です。 

 上段の国庫支出金28億2,000万円余は、地

方債償還に対する国からの補助金、中段、特

別県債の元利償還のための一般会計からの繰

入金11億3,000万余となります。 

 下段の県債は、チッソに対する特別貸付金

７億円余となります。 

 次に、６ページをお願いします。 

 これは、水俣病特措法に伴う一時金支払い

に関する県債の元利償還についての一般会計

からの繰入金７億5,000万円余であり、こち

らについては全額交付税措置がされていま

す。 

 歳入は以上になります。 

 続いて、７ページからが歳出になります。 

 平成28年度に償還時期が来たもので、上段

の水俣湾堆積汚泥処理事業費は、水俣湾の公

害防止事業に係る県債の元利償還金、計８億

1,000万円余、下段のチッソ貸付費は、水俣

病認定患者に対する補償のための県債の償還

金56億4,000万円余です。 

 先ほど御説明しましたとおり、チッソから

のできる限りの返済額と、残りは８割の国庫

補助金、２割の交付税措置のある特別県債で

手当てされております。 

 ８ページをお願いします。 

 上段の水俣病問題解決支援財団出資費は、

平成７年一時金県債の元利償還金で、計２億

7,000万円余です。 

 下段の支援措置費が、特別県債によるチッ

ソへの特別貸付金７億円余となります。 

 ９ページをごらんください。 

 上段が、特別県債の元利償還金11億3,000

万円余となり、不用額40万円余につきまして

は、県債の借入利率が予算計上したよりも安

かったことによるものでございます。 

 下段は、特措法に関する一時金支払い関係

県債の元利償還金７億5,000万余となりま

す。 

 環境政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○小原水俣病保健課長 水俣病保健課長の小

原でございます。 

 引き続き、資料の10ページをお願いいたし

ます。 

 歳入でございます。 

 不納欠損額、歳入未済額はありません。 

 下から２段目、水俣病総合対策事業費補助

について、予算現額と収入済み額との差が１

億4,600万円余ございます。これは、主に水

俣市立明水園の個室化整備事業が平成29年度

へ繰り越しとなったことなどにより、国から

の補助受入額が減額になったものでございま

す。 

 ページ飛びまして、14ページをお願いいた

します。 

 歳出でございます。 

 公害保健費の不用額が２億500万円余ござ

います。これは、水俣病総合対策事業に係る

医療費等の支給実績が見込みを下回ったこと

などによるものでございます。 

 また、１億7,600万円余を繰り越しており

ますが、これにつきましては、別冊の附属資

料で御説明いたします。 

 それでは、決算特別委員会附属資料の１ペ

ージをお願いいたします。 

 繰越事業でございます。 

 胎児性・小児性水俣病患者等の地域生活支

援事業について、水俣病認定患者の方々の入

所施設であります水俣市立明水園の個室化整

備を行っていますが、実施設計の検討、作成
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に時間を要したことから、１億7,600万円余

を繰り越しいたしました。 

 現在の進捗率は50％と記載しております

が、直近の状況を水俣市に確認しましたとこ

ろ、70％まで進んでおり、年度末までには竣

工するとの報告を受けております。 

 水俣病保健課は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の15ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、国庫支出金に

つきましては、不納欠損額、収入未済額とも

にございません。 

 表の２段目の公害健康被害補償事業事務交

付金におきまして、予算現額と収入済み額の

差が110万円余ございます。この交付金は、

水俣病の検診や認定審査などの認定業務に要

する経費について、国からその２分の１が交

付されるものでございますが、ことし３月に

国から交付決定があり、交付額が予算上の見

込み額を上回る結果となったことによるもの

でございます。 

 表の４段目の諸収入につきましては、不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 続きまして、16ページをお願いいたしま

す。 

 歳出についてでございますが、一番下の公

害保健費につきまして、2,923万円余の不用

額となっております。これは水俣病認定検診

等の費用に係る支出額が当初の見込みを下回

ったことによるものでございます。なお、翌

年度への繰越額はございません。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課長

の橋本でございます。 

 説明資料の17ページをお願いします。 

 歳入ですが、不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。 

 18ページをお願いします。 

 最上段の環境保全基金繰入金につきまし

て、予算額に対して収入済み額が1,756万円

の増額となっておりますが、これは、国の補

助を財源とした市町村等再生可能エネルギー

等導入推進事業の事業期間終了に伴い、残額

を国に返納するため、基金から取り崩したこ

とによるものです。 

 次に、資料中段の工業用水道事業貸付金回

収金でございますが、これは、企業局の工業

用水道事業が実施している主要設備更新等の

財源に対する一般会計からの貸し付けに係る

回収金です。 

 予算額に対して239万円余の減額となって

おりますが、これは、平成27年度の貸付額が

当初見込みを下回ったことにより、平成28年

度の回収金が減額となったものです。 

 19ページをお願いします。 

 歳出について、主なものを御説明します。 

 最下段の計画調査費ですが、これは、主に

企業局の工業用水道事業に対する一般会計か

らの貸付金や地下水保全条例に基づく許可制

度の運用と地下水保全のための事業等を行う

ものです。 

 不用額177万円余は、主に入札及び経費節

減等に伴う執行残でございます。 

 20ページをお願いします。 

 中段の公害対策費ですが、これは、主にく

まもとらしいエコライフ普及促進事業などの

地球温暖化対策に関する事業や環境センター

運営事業などを行うものです。 

 不用額1,158万円余は、市町村等再生可能

エネルギー等導入推進事業に係る市町村にお

ける入札残による補助所要額の減や経費節減

等に伴う執行残でございます。 

 なお、3,555万円余を翌年度に繰り越して

おりますが、これにつきましては、後ほど附

属資料で御説明いたします。 

 21ページをお願いします。 
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 ２段目の工業用水道事業会計繰出金です

が、これは、企業局の工業用水道事業会計に

係る企業債元利償還や職員の児童手当等に対

して、一般会計から繰り出すものです。 

 不用額346万円余は、児童手当や、昨年12

月末に発生しました鳥インフルエンザ防疫対

応業務において、早期終息により職員の時間

外勤務手当等の実績額が見込みを下回ったこ

となどによるものです。 

 最後に、繰越事業につきまして、別冊附属

資料の２ページをお願いします。 

 市町村等再生可能エネルギー等導入推進事

業でございますが、合志市において、総合セ

ンター「ヴィーブル」に太陽光発電設備及び

蓄電池を導入するものですが、昨年の熊本地

震により設置予定の当該建物が被災し、工事

の着手がおくれたことによるものです。な

お、年内には工事完了の見込みでございま

す。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○山口環境保全課長 環境保全課長の山口で

ございます。 

 平成28年度決算の説明に先立ちまして、本

年度の定期監査において１件指摘を受けてお

りますので、御説明申し上げます。 

 お手元の監査結果指摘事項をごらんくださ

い。 

 補助事業の執行手続についての御指摘でご

ざいます。 

 指摘事項について、内容を読み上げます。 

水道事業施設整備事業について次の課 

題がある。 

(1)平成28年４月１日、当該事業費として

計上していた額を144,320千円上回る内示

を受けたにもかかわらず、増額補正の予算

要求を行っていない。 

(2)年度当初に県の補助金交付要項を策定

する必要があったにもかかわらず、平成29

年３月まで策定せず、県から市町村への交

付決定が遅延している。 

予算の確保及び補助金の交付に係る事務

においては、事務手続に遅延や漏れが生じ

ることのないよう、組織的なチェックを徹

底するなど、再発防止を講じること。 

でございます。 

 この指摘に関しまして、１枚おめくりいた

だいて、別紙、平成28年度補助事業〔水道事

業施設整備事業〕の執行手続きについてによ

り概要を御説明いたします。 

 まず、１の指摘事項の事実関係としまして

は、水道事業施設整備事業は、老朽化した水

道管の耐震化を促進するために、県が補助事

業主体となって全額国庫補助で市町村へ補助

するもので、県の予算措置、交付要項の策定

が必要となります。 

 予算については、平成28年度当初予算で約

１億5,000万円を確保していましたが、平成

28年４月１日付で国から約２億9,000万円の

内示を受け、１億4,432万円の予算不足が発

生しましたが、増額補正の予算要求を行って

おりませんでした。 

 また、通常、県の補助事業を実施する場合

は、事務手続を定めた交付要項を年度当初に

策定すべきところ、平成29年３月まで策定せ

ず、市町村への交付金交付決定が遅延したと

いうことでございます。 

 次に、２のこのような課題が発生した背景

と原因についてですが、まず(1)異なる３つ

の補助事業の併設が挙げられます。 

 水道事業の市町村への国の補助制度につい

ては、①従来の国庫補助事業は、県の書類経

由はありますが、国から直接市町村へ補助さ

れており、県の予算措置は必要ありませんで

した。 

 また、平成28年度は、熊本地震を受けた②

水道施設災害復旧事業の実施もすることとな

り、国から直接市町村へ補助されており、県

の予算措置は必要ありませんでした。 
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 今回指摘を受けた③水道事業施設整備事業

については、平成28年度に併設されたもの

で、国費を財源とし、県が補助事業として市

町村へ交付するもので、県の予算措置、交付

要項策定が必要となりました。 

 このように３つの異なる補助事業の併設が

あったため、担当者はもとより、上司も、予

算確保や補助金の執行手続に混乱が生じる素

地が存在いたしました。 

 また、(2)４月に発生した熊本地震の対応

とその後の水道施設の災害査定等に係る膨大

な事務処理に追われ、さらに(3)担当者が予

算や補助制度にふなれ、組織としてのチェッ

ク体制の不備も挙げられます。 

 ３のこの課題に対する対応措置としまして

は、まず(1)不足する予算の確保について

は、２月補正予算編成後の２月末に気づいた

ことから、市町村へ迷惑をかけないよう、早

急に関係課と協議し、内部の他の課の既存予

算からの流用により予算を確保することとい

たしました。 

 また、(2)補助金交付要項については、３

月21日付で策定し、３月22日に市町村へ交付

決定し、補助金支払い等の手続は年度内に全

て完了しております。 

 ４の今後の再発防止策といたしましては、

御指摘を受けました①組織的なチェックの徹

底については、複雑な補助手続の進行管理を

見える化するため、新たに補助事業進行管理

表を作成し、補助事業の事務手続の各段階の

起案時に添付するとともに、課内ミーティン

グで予算、進行管理等を再確認し、歳出整理

表や事業点検表のチェックを徹底することと

いたしました。 

 さらに、補助事業や予算制度にふなれな職

員もいることから、②予算・会計制度研修を

充実することとし、環境生活部内において、

５月に経理事務の詳細な実務研修、９月に不

正経理再発防止研修を実施いたしました。 

 今後は、このような事務処理の遅延や漏れ

が発生しないよう、再発防止の取り組みを継

続して実施し、適正な事務処理に努めてまい

ります。 

 大変申しわけございませんでした。 

 続きまして、環境保全課の決算について御

説明いたします。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

全ての歳入において、不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 なお、国庫支出金の国庫補助金、水道関係

補助金におきまして、予算現額に対し１億

1,946万円余の増額が生じておりますが、こ

れは、先ほど御説明申し上げた水道施設の耐

震化等事業に対する補助金において、国から

の内示額が予算を上回ったものでございま

す。 

 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 24ページをお願いいたします。 

 まず、衛生費のうち、公害対策費でござい

ます。 

 主な事業といたしましては、石綿による健

康被害を受けた方またはその遺族に対し、救

済給付を行う石綿健康被害救済給付事業と、

煙突内部の断熱材などに使われていたアスベ

ストの有無を調べる県有建築物アスベスト

(レベル２)使用状況調査でございます。 

 不用額609万円余を生じておりますが、こ

れは、主にアスベストレベル調査で、当初計

画していた調査対象地域を、熊本地震により

被害の大きかった熊本市内と上益城地域振興

局管内の県有施設に優先して調査をするよう

変更したため、分析検体数が尐なくなったこ

とによるものでございます。 

 なお、変更した対象地域につきましては、

平成29年度に調査をすることとしておりま

す。 

 次に、公害規制費でございます。 

 主な事業といたしましては、大気汚染防止

法に基づき、県内36カ所の測定局において、
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光化学オキシダントやＰＭ2.5等の大気汚染

の常時監視を行っております大気汚染監視調

査事業、原子力規制庁の委託事業であります

環境放射能水準調査、河川、海域及び地下水

の水質環境監視事業でございます。 

 不用額692万円余が生じておりますが、こ

れは、主に測定機器更新等の入札残でござい

ます。 

 次に、環境整備費でございます。 

 主な事業といたしましては、水道施設の耐

震化を促進するために、市町村が実施する老

朽化した水道管の更新等に対して補助する水

道事業施設整備事業、水道広域化施設整備利

子補給事業及び市町村の水道事業の認可や指

導監督、個人の飲用井戸の衛生対策として水

質調査等を行っています上水道費でございま

す。 

 不用額132万円余につきましては、経費節

減によるものでございます。 

 なお、2,465万円余を繰り越しております

が、これにつきましては、別冊の決算特別委

員会附属資料で御説明いたします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 水道事業施設整備事業でございますが、事

業を実施する合志市及び山都町において、熊

本地震により工事に遅延が生じ、年度内に工

事が完了しなかったため、繰り越したもので

ございます。 

 なお、工事は、本年８月末までに全て完了

しております。 

 環境保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課、中尾でご

ざいます。 

 資料の26ページをお願いします。 

 まず、歳入についてでございます。 

 不納欠損額、収入未済額はございません。 

 １段目の自然公園施設災害復旧費負担金

1,700万円余でございますが、これにつきま

しては、右の備考欄にありますように、災害

査定により事業費が予算額を下回ったことに

よりまして、阿蘇市からの負担金が減ったこ

とによるものでございます。 

 次に、27ページをお願いします。 

 国庫補助金８億9,500万円余の予算額と収

入額との減額の内訳でございますが、３段目

の自然環境整備交付金２億2,900万円余の減

額、４段目の自然公園施設災害復旧費補助６

億6,400万円余の減額でございますが、いず

れも29年度への事業繰り越しを行ったことに

よるものでございます。 

 事業繰り越しの内訳につきましては、後ほ

ど附属資料により御報告いたします。 

 次に、29ページをお願いします。 

 歳出でございます。 

 最下段の鳥獣保護費400万円余の不用額で

ございますが、これは入札に伴う執行残でご

ざいます。 

 次に、30ページをお願いします。 

 下段の観光費7,000万円余の不用額でござ

いますが、これは、備考欄にありますよう

に、国からの内示額が予算額を下回ったこと

及び入札に伴う執行残、熊本地震により被災

し、事業を取りやめたこと等によるものでご

ざいます。 

 次に、31ページをお願いします。 

 下段の観光施設災害復旧費２億300万円余

でございます。これは、国の災害査定により

まして減額され、国からの内示額が予算額を

下回ったことによるものでございます。 

 次に、附属資料の４ページをお願いしま

す。 

 28年度繰越事業調べでございます。 

 １段目の国立公園における国際化・老朽化

等整備事業の4,500万円余でございますが、

これは、天草ビジターセンターの改修事業等

でございますが、理由欄にございますよう

に、国との協議に日数を要しまして、国から

の交付決定がことし１月となり、測量委託が
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年度内完了のみで、本体工事の発注ができな

かったことによるものでございます。 

 ３段目の国立公園満喫プロジェクト推進事

業は、事務費と事業費５件、合わせまして３

億5,000万余でございますが、これは、阿蘇

の大観峰あるいは古坊中の駐車場の復旧事業

等でございまして、理由欄にございますよう

に、これも国の交付決定が年度末になりまし

て、年度内の事業執行が困難になったことに

よるものでございます。 

 ５ページをお願いします。 

 １段目の自然公園施設災害復旧費、これは

補助事業でございます。３件で５億7,900万

余でございます。 

 これは、阿蘇・草千里の給水施設等におき

まして、国の災害査定や交付決定が年度末に

なりまして、年度内の事業執行が困難になっ

たことによるものでございます。 

 ３段目の自然公園施設災害復旧費、これは

単独事業でございます。４件で3,600万円余

でございます。 

 これは、説明欄にございますように、矢部

周辺県立自然公園で仮設を含む工法選定及び

それに係る用地交渉等に時間を要しまして、

測量設計に不測の日数を要し、測量委託が年

度内完了となり、いずれも年度内の事業執行

が困難になったことによるものでございま

す。 

 自然保護課は以上でございます。御審議よ

ろしくお願いします。 

 

○久保循環社会推進課長 循環社会推進課の

久保でございます。 

 説明資料の32ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損及び収入未

済はございません。 

 主要なものを御説明いたします。 

 まず、32ページ上段の使用料及び手数料に

ついてですが、予算現額に比べて689万円余

の減収となりました。 

 産業廃棄物処理業許可申請手数料が主な理

由ですけれども、昨年の熊本地震により膨大

な災害廃棄物が生じ、その収集、運搬に参入

するため、県内及び県外の事業者からの新規

の許可申請が相次ぎ、件数で前年度の1.5倍

となりました。このため、２月補正で歳入予

算を2,300万円増額補正いたしましたけれど

も、実績がそこまで至らなかったことによる

減収でございます。 

 次に、中段やや下側の国庫支出金ですが、

予算現額に比べて5,251万円余のマイナスと

なっております。 

 これは、海岸漂着物の回収処理及び発生抑

制対策を実施する海岸漂着物等地域対策推進

事業費補助につきまして、国の当年度の補助

金の内示減と、国の経済対策分として平成28

年12月補正予算で予算化したものにつきまし

て、平成29年度に繰り越したことによるもの

でございます。 

 次に、１ページ飛びまして34ページをお願

いいたします。 

 上段の諸収入ですが、予算額に比べて16億

229万円余のマイナスとなっておりますが、

大きな原因は、最下段の災害廃棄物処理事業

受託収入の見込み減によるものでございま

す。 

 熊本地震により発生した災害廃棄物の処理

について、特に被災の程度が大きかった益城

町を初めとする７つの市町村の事務の一部

を、地方自治法の規定に基づき県が受託して

おります。この中で、できるだけ前倒しで処

理を進める観点から、昨年度中に処理する災

害廃棄物の量を余裕を持って見込んでおりま

したが、実績が下回ったことが主な原因でご

ざいます。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 雑入で185万円余の残余がございます。 

 災害廃棄物処理の応援のために、県から益

城町、西原村、南阿蘇村へ計６名の職員を派

遣しておりましたが、地方自治法及び派遣協
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定に基づく派遣職員の給与等の負担金収入

で、時間外勤務手当の増等によりまして、予

算額に比べて176万円余収入実績が上回るこ

ととなりました。 

 続きまして、36ページをお願いいたしま

す。 

 歳出につきまして、主なものを御説明いた

します。 

 下段の環境整備費ですが、従来は廃棄物の

適正処理や３Ｒの推進などに要する経費を主

な内容としているものでございますが、昨年

度は熊本地震に伴う廃棄物処理の経費を含ん

でおります。 

 不用額として13億4,000万円余、予算現額

と支出済み額の差額として15億3,000万円余

が生じておりますが、これは、入札、経費節

減に伴う執行残を除けば、先ほど歳入の災害

廃棄物処理事業受託収入の欄で御説明しまし

たとおり、受託７市町村分の災害廃棄物処理

実績が下回ったことによるものでございま

す。 

 最後に、繰越事業について御説明いたしま

す。 

 別冊の附属資料の６ページをお願いいたし

ます。 

 上段の公共関与産業廃棄物最終処分場アク

セス道路整備事業(受託)につきましては、エ

コアくまもとへのアクセスとなる町道整備を

県で受託しておりますが、町が実施する用地

交渉に不測の日数を要したため、事業費を繰

り越しております。 

 県道からエコアくまもとの入り口までの

500メートル余につきましては、昨年12月に

供用開始しておりますが、残り1.2キロメー

トルにつきまして、８月末現在で97％まで工

事が進んでおり、11月には工事完成の予定で

ございます。 

 また、海岸漂着物対策推進事業につきまし

ては、先ほど歳入の国庫支出金のほうで御説

明しましたとおり、昨年の国の２次補正予

算、経済対策に伴う予算を繰り越したもので

ございまして、本年度内には全て執行予定で

す。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○猿渡くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課長の猿渡でございます。 

 引き続き、資料の37ページをお願いいたし

ます。 

 まず、歳入に関する調べでございますけれ

ども、国庫支出金につきましては、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 次に、38ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べでございます。 

 まず、交通安全対策促進費でございますけ

れども、交通安全推進連盟等への補助や交通

事故相談業務など、交通安全総合対策の推進

に係る経費でございます。  

 次に、最下段の諸費でございますが、これ

は、県民の防犯意識を高めるための広報、啓

発など、犯罪の起きにくいまちづくりの推進

や犯罪被害者等支援に係る広報、啓発等の経

費でございます。 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 青尐年育成費でございますが、青尐年育成

県民会議への補助や青尐年の台湾派遣、有害

環境の調査やフィルタリングの普及促進等の

尐年保護育成条例の運用など、青尐年の健全

育成の推進に係る経費でございます。 

 最後に、最下段の農業総務費でございます

が、食品表示制度の啓発指導や食の安全・安

心確保に係る普及啓発、残留農薬等の食品検

査に係る経費でございます。 

 なお、不用額の177万円につきましては、

各種会議や活動経費の削減等に伴う執行残で

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 
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○西川消費生活課長 消費生活課の西川でご

ざいます。 

 説明資料の40ページをお願いします。 

 歳入に関する調べでございます。 

 歳入につきましては、不納欠損、収入未済

はございません。 

 主なものを御説明します。 

 上から２段目、地方消費者行政活性化交付

金でございますが、予算現額に対して560万

円の減となっております。これは当初の所要

見込み額を実績額が下回ったものでございま

す。 

 続きまして、最下段の消費者行政活性化基

金繰入金でございますが、予算現額に対しま

して774万円余の減となっております。これ

も同様に、当初の所要見込み額を実績額が下

回ったものでございます。 

 次に、１ページ飛びまして42ページをお願

いいたします。 

 歳出に関する調べでございます。 

 ２段目の消費者行政推進費は、県消費生活

センターにおける消費生活相談や啓発事業、

市町村消費者行政推進事業補助金、多重債務

者などへの生活再生支援事業、熊本地震関連

の消費生活相談や被災した市町村の相談窓口

再開のための補助金などを主な事業としてお

ります。 

 1,716万円余の不用額が生じております

が、その主な理由は、市町村補助金実績額が

当初申請額を下回ったため、それと県事業の

入札及び経費節減に伴う執行残でございま

す。 

 消費生活課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課の真田でございます。 

 説明資料の43ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関する調べでございますが、

不納欠損額、収入未済額はございません。 

 中段の地域女性活躍推進交付金でございま

すが、予算現額に対して900万円余の減とな

っております。これは、国に申請した事業計

画のうち、一部の事業が不採択となったこと

によるものでございます。 

 最下段の繰越金でございますが、これは、

経済対策事業として平成27年度の２月補正予

算で計上した地域女性活躍推進交付金の一般

財源分を、平成28年度に繰り越したものでご

ざいます。 

 44ページをお願いいたします。 

 歳出につきまして御説明いたします。 

 最下段の社会福祉総務費でございますが、

これは、主にくまもと県民交流館の管理運営

経費及び女性活躍加速化事業を含めた男女共

同参画の推進のための事業経費でございま

す。 

 不用額の1,538万円余は、地域女性活躍加

速化事業補助金への市町村からの申請が見込

みを下回ったことなどによるものでございま

す。 

 45ページをお願いします。 

 災害復旧費でございますが、これは平成28

年熊本地震により被災したくまもと県民交流

館の施設や整備などの復旧に係る費用でござ

います。 

 男女参画・協働推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○園田人権同和政策課長 人権同和政策課の

園田でございます。 

 説明資料46ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 上から３段目の諸費につきまして、658万

円余の不用額が生じております。これは入札

及び経費節減に伴う執行残でございます。 
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 翌年度繰越額につきましては、附属資料７

ページをお願いいたします。 

 いずれも、市町村が設置、運営いたします

隣保館に係るものでございます。 

 上段が菊陽町の隣保館の耐震化整備で、

2,137万4,000円の繰り越しでございます。 

 繰り越しの理由ですが、国の交付決定が年

度末になり、年度内の事業完了が見込めなか

ったことによるものです。既に、工事は８月

31日に竣工いたしまして、竣工検査も終わ

り、菊陽町からの請求書の提出を待っている

状況でございます。 

 下段は甲佐町の隣保館の災害復旧事業で、

393万7,000円の繰り越しでございます。 

 繰り越しの理由ですが、甲佐町において、

事業着手に不測の日数を要し、年度内事業完

了が見込めなかったことによるものです。11

月末日が竣工予定でございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○坂田孝志委員長 以上で環境生活部の説明

が終わりました。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○村上寅美委員 32ページの最下段の海岸漂

着物に対して、事業繰り越しのためて、何で

事業繰り越しをしたの。できなかった理由は

何ですか。 

 

○久保循環社会推進課長 事業繰り越しをし

ましたのは、昨年の経済対策による予算でご

ざいまして、12月に予算計上、補正予算とし

て上げさせていただいたものでございます。 

 この予算につきましては、当初から国のほ

うで、29年度分、今年度分として執行するよ

うにという条件がございましたので、29年度

で執行しているという状況でございます。 

 

○村上寅美委員 それじゃ、8,400万組んど

るでしょう、最初。だから、僕が聞きたいの

は、有明海あたりは漂流物が沈んでしまっと

るわけたい、災害で流れたり。菊池川とかい

ろんなところ、河川から、白川とかね。だか

ら、網に引っかって非常に漁師は困っとるわ

けよ、網を破ってしまって。そういう状況が

現状にあるものだから、むしろ繰り越すじゃ

なくて、大いに予算は消化してもらいたいな

という気持ちで僕は今発言しているわけで

す。もうちょっと詳しくそこを。 

 

○久保循環社会推進課長 繰り越した分は、

29年度の分として経済対策で補正でついたも

のでございますが、28年度の予算の分は前に

あるんです、27年度分として。 

 

○村上寅美委員 幾ら。 

 

○久保循環社会推進課長 実際の予算として

は、計で3,200万円分の予算が28年度分の事

業としてついております。それは執行させて

いただいておりますし、昨年の場合は、特に

熊本地震がございまして、地震により緩んだ

立木等がかなり有明海にも漂流したという形

になっておりますので、別途それにつきまし

ては、水産振興課のほうで１億2,500万円ほ

どの予算をとって…… 

 

○村上寅美委員 別途でつけてね。 

 

○久保循環社会推進課長 はい。それで収集

とか、それとか白川の海岸にいわゆるフェン

スを設けまして、河川から海への流出を防ぐ

ような、そういう実証実験的な措置も行って

おるところでございます。 

 

○村上寅美委員 わかりました。 

 関連だけど、例えば有明海の場合は、４県

にまたがっとるわけよね。だから、この辺は
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事務レベルで――熊本県だけやっても、むし

ろこれは発祥は小国かもしらんけど、やっぱ

り菊池川とか唐人川とか、それから柳川の向

こうのほうも、有明海に入ったなら４県でま

たがっとるもんだから、熊本県だけやったっ

てあれだから、４県に対する事務的な連絡と

か、同時に着工とか、その辺のところの状況

はどうなんですか。わかるだけでいいから。 

 

○久保循環社会推進課長 特に、発災した県

が中心になって当然行っておりますけれど

も、この前の九州北部豪雤におきましては、

福岡、佐賀、長崎――有明海は、大体時計の

逆回りで海流が動いておるそうでございまし

て、そちらのほうで主に収集、回収していく

という措置をやっていらっしゃいます。 

 熊本地震のときにおきましても、福岡、佐

賀のほうには、そういった形での連絡あたり

も差し上げながら、収集を進めていったとい

う状況にございます。 

 

○村上寅美委員 わかったごつしてわからん

ばってん、まあよかたい。 

 

○前川收委員 36ページの循環社会推進課の

中の環境整備費で、昨年から、市町村の受託

事業として、震災の災害廃棄物を県のほうで

処理なさっていらっしゃるということで、テ

クノ団地等々に大規模な処理施設をつくって

いただいて――分別の施設なんですけれど

も、つくっていただいて、頑張っていただい

ております。 

 災害処理の中で、市町村が頑張らなきゃな

らない被災した住宅の施設の解体から、それ

を運搬して、そして仕分けをして、そして最

小限度に廃棄物を減らしてリサイクルに回し

ていくというような事業をこの事業でやって

いただいたというふうに思っていますけれど

も、県が受託を受けてやっている関係で、財

源内訳がなかなか見えにくいんですね、私に

は。申しわけないですけれども。 

 しかも、今回の災害に関しては、もう事業

のメニューがどれだけあるかわからぬぐらい

にたくさんあって、それぞれ補助率等々の違

いもあるというふうに思っておりますが、今

回は、ちょっと市町村負担の分を視点にして

質問をしたいというふうに思っていますけれ

ども、一番下の例えば災害廃棄物処理事業

(受託)分、48億4,000万余ということであり

ますけれども、不用の額の――不用の内容か

どうかちょっとわかりませんけれども、この

事業の内訳を――使ったのは、もちろん県が

受託でやっているわけですけれども、原資と

なる分が国からどの程度来て、市町村にはど

のような形で負担をいただいているのか、ま

た、市町村負担については、多分交付税措置

がとられているというふうに思いますので、

その内容について、まず第１点お尋ねしたい

と思います。 

 

○久保循環社会推進課長 災害廃棄物処理に

伴います国の財政支援等についてお答えいた

します。 

 処理費につきましては、まず、国庫補助金

として50％処理されます。残りの50％につき

まして、地方財政措置として95％の普通交付

税つきの災害対策債が充当されます。これで

合計で97.5％まで国費で充当されていくとい

う格好になりますが、さらに、非常に被災の

規模が大きくて、なおかつ、財政的に弱い

と、そういった市町村につきましては、その

度合いに応じまして国庫補助で県が基金を組

みまして、そこからさらにその残りの2.5％

についても補助をしていくという制度になっ

ております。ですから、最大で99.7％まで支

援の措置が出ていくというような形の支援措

置になっております。 

 

○前川收委員 ということは、尐なくとも公

費解体については、ほとんど100％災害救助
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法の適用でやっているのかなと私思っていま

すけれども…… 

 

○久保循環社会推進課長 いや…… 

 

○前川收委員 それはまた別ですか。 

 

○久保循環社会推進課長 同じく、今申し上

げました災害廃棄物処理費という国庫補助で

ございます。 

 

○前川收委員 わかりました。ありがとうご

ざいます。 

 ということは、市町村にとっては、尐しず

つではあっても、これで安心というわけじゃ

ないでしょうけれども、今回のやっぱり災害

処理の中で、補助率で、まあざくっと言えば

ですね、補助率じゃないんですけれども、実

質上の市町村負担というものが0.3％という

ことになっているということですね。 

 

○久保循環社会推進課長 最大で0.3％。 

 

○前川收委員 ぜひそういう数字を、私たち

よくわからないものですから、複雑過ぎて。

ただ、相当な補助率はあるということは伺っ

ておりますけれども、そういう0.3％で市町

村の補助は済んでいるんだと。もちろん、財

政的に豊かなところはまた別だと思いますけ

れども、厳しいところについては0.3％で済

んでいるというようなことについて、しっか

りまた教えていただきたいなというふうに思

っています。 

 ちりも積もればということはあると思いま

すけれども、市町村に対する将来の不安とい

うものが、やっぱり尐しずつでもこういう事

業の中で解消していただければと思っていま

すし、また、もう一つは、非常にスムーズに

――発災当初、瓦れきの山がこづまれたその

当時は、中間的な収集場においては、非常に

トラック、軽トラの長蛇の列ができて、いろ

んな不安があったと思います。しかし、一定

その先になったら、かなりスムーズにこの瓦

れきの処理が進んでいったと私は思っていま

して、それにはやっぱり県が、市町村から受

託を受けて、大規模な仕分けができる処理場

をつくっていただいて、その中でどんどん仕

分けをして、最終的に廃棄物、要するに捨て

なきゃならない、埋設処分にならざるを得な

い部分を、かなり減量なさってやっていらっ

しゃるというふうに伺っております。 

 そこで、最終的に、まあパーセントではわ

からないかもしれませんが、リサイクルでき

なくて最終処分場まで持っていかざるを得な

かった部分というのは、ざくっと総体量の何

％ぐらいになっていますかね。 

 

○久保循環社会推進課長 ことしの６月に、

災害廃棄物処理実行計画というのを、熊本地

震に伴うものですが、見直しました。この時

点で、廃棄物の総量は289万トンと見込んで

おります。 

 その289万トンのうち、リサイクルにつき

ましては、当初から７割以上という形で目標

を掲げておりまして、ことしの８月末現在で

73％という形になっておるところでございま

す。残りの部分につきましては、やむなく、

いわゆる最終処分場あたりに埋め立てなり、

そういった形になってきております。 

 できるだけ、各市町村、各事業者の協力を

得ながら、このリサイクル率を高めていくと

いう方向で頑張っていきたいなと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 どうぞそれを高めていただき

ますように。 

 なかなか、今最終処分場をつくろうと思っ

ても、簡単にいかない。熊本のエコアだって

そうですね。多額の費用をつかって、あれが
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丸々入れば、多分虎の子の処分場が一瞬にし

て埋まってしまうということにもなりかねな

いわけでありますから、ほかの方法は、民間

施設をどう活用するか、それともやっぱりリ

サイクル率を高めていくかということだと思

いますので、しっかり頑張ってください。よ

ろしくお願いします。 

 それともう１つだけ、済みません。これ

は、男女参画・協働推進課の中で、女性の活

躍、社会福祉総務費ですね。 

 女性の活躍のための予算が、不用がかなり

出たということであります。これは、一億総

活躍とか、そういった今人口減尐社会の中

で、どれだけやっぱり女性がそれぞれの分野

で活躍いただけるかというのは、この国の未

来にとっては非常に大事な部分だというふう

に思っていますが、残念ながら、当初計画よ

りも市町村からのお願いが下回っているとい

うことでありますが、地震の影響もあるのか

なというふうには思っていますが、その主な

原因についてどう分析されているのか、お答

えいただければと思います。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 この交付金の市町村の申請が尐なかったと

いいますのは、市町村分として見込んでおり

ましたけれども、市町村の女性活躍に係る計

画が間に合わず、最終的には熊本市のほうで

実施されました。 

 その理由としましては、昨年度におきまし

ては、熊本地震等により手が回らなかったと

いうことと、あと市町村負担分があるという

ことが理由ということで考えられます。 

 交付金の事業につきましては、あと数年続

くようでございますので、市町村にも有効に

活用していただくように働きかけをしている

ところでございます。 

 

○前川收委員 ぜひ頑張ってください。 

 基礎自治体のほうでしっかりやってもらわ

ないと、やっぱり女性がどう活躍できる環境

なのかということを行政側として尐し引っ張

っていかないと、なかなかうまく進んでいか

ないんじゃないかなと思います。 

 昨年は地震があって、本当にそういうソフ

ト的な事業に手が回らなかったんだろうとい

うのは想像しておりますが、この後、ぜひ、

こういった事業費もあるわけでありますか

ら、市町村に積極的に御活用いただきますよ

うに、今後頑張ってください。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 ありがとう

ございます。 

 

○増永慎一郎委員 ちょっと前川委員が言わ

れたのに、２件ともちょっと聞こうと思って

いたので、関連するのでいいですかね。 

 まず、34ページの最下段、前川委員が聞か

れたように、国の補助率とかの問題はいいん

ですけれども、これは、まず14億5,000万

余、お金が、何というか、見込みが下回った

ということでありますけれども、これは解体

が進まなかったのか、それとも、解体はきち

んと進んだんだけど、もともと見込みが下回

ったのかが１つ。 

 それから、もし解体が間に合わなかったの

であれば、今年度にこのお金というのは上乗

せをして予算化されているのか、それについ

てまず聞きたいと思います。 

 

○久保循環社会推進課長 14億、その見込み

減で、解体自体がおくれたのかどうかという

話ですかね。 

 解体そのものは、市町村が立てた計画に伴

って、３月末まで順調に進んでおります。現

時点におきましても、９月末で86％余の進捗

になっておりまして、公費解体そのものの進

捗には何ら影響はなかったんですが、ここで
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減額が生じましたのは、そもそも７市町村か

ら全ての災害廃棄物を受け入れるという想定

で量を見込み、予算を立てました。ところ

が、その後の市町村との協議により、一部は

もう自分たちで、市町村自身で処理ができる

という話になりましたものですから、その分

量的に減って、減額が生じてきたという流れ

でございます。 

 

○増永慎一郎委員 なら、今年度には、その

お金というのは、増額とかは考えられてない

んですかね。 

 

○久保循環社会推進課長 はい。今年度で94

億予算化しておりますけれども、その分につ

いては、特に今のところ、まあ尐し減額はま

た出てくると思いますけれども、執行そのも

のは２年内できちんと終わっていくというふ

うに見込んでおります。 

 

○増永慎一郎委員 もう１つ、43ページ、男

女参画・協働推進課ですけれども、２段目の

901万1,000円の、何というか、余りですけれ

ども、これは何か国への事業採択申請が不採

択となったためというふうにあります。 

 結構、予算現額の大体半分ぐらいの事業が

不採択になったということで、件数と、どん

な事業だったのか、ちょっと教えていただき

たいと思います。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 この国の公募に対しまして、県としまして

８本の小事業の実施計画を提出いたしました

が、うち３本が採択されませんでした。 

 国からのその通知書に理由は記載されてお

りませんでしたけれども、採択されなかった

事業は、企業の経営者や学生などを対象とし

たセミナーなどでございました。逆に、実施

しておりますのが、女性経営参画塾あるいは

女性の起業総合支援事業、働きやすい職場環

境促進事業などを県として実施しておりま

す。 

 

○増永慎一郎委員 先ほどこれも前川委員が

言われましたけれども、お金がせっかくつい

ているので、そういった部分が、何という

か、返さなければいけないという形になる

と、使えなかったということになると、非常

にマイナスになると思うんですけれども、こ

れは一遍事業を申請されるときに、課の中で

はこれは通ると思って出されたんだというふ

うに思いますけれども、その辺の、何という

か、計画とかはどうだったんでしょう。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 この事業は、27年、28年度は、補正予算で

国のほうもついておりまして、年度末になり

ましたけれども、一旦事業計画を実施しまし

て、その後、採択の通知が来て申請するとい

う形でございますけれども、対象事業という

ものが要項の中で決まっておりますので、そ

ういったものに合うように計画を出しており

ましたが、残念ながら、幾つかは採択されな

かったということでございます。 

 

○増永慎一郎委員 まあ、大体わかりますけ

れども、何か普通いっぱい応募者が多過ぎて

お金が足りなかったという事例はよく聞くん

ですけれども、例えば８本申し込みして、そ

のうちの３本が不採択になって、お金を返さ

なきゃいけないという形というのは、何かほ

かのところでは、例えば農業の予算とかそう

いった部分の補助金なんかでは、そういうこ

とはちょっと考えられないので、その辺はや

っぱりきちんと精査をされて、きちんとその

お金が使い切れるように、私は何かその辺の

工夫をやっぱりしなくちゃいけないんじゃな

いかというふうに思っておりますので、その
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辺はちょっと努力されるように要望をしてお

きます。 

 もう１つだけいいですか。済みません。 

 この附属資料の繰越事業調べを見ています

と、結構、進捗率が０％とか多いと思いま

す。特に、自然保護課等は、これは私の選挙

区の矢部の県立公園なんかもあるんですけれ

ども、これは多分業者さんとかもなかなか見

つからないとも思うんですよね。 

 それで、今年度内、29年度内で終わるのか

どうなのか、大体見込みがわかればちょっと

教えていただきたいと思いますけれども。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 今委員御指摘の分につきましては、１回目

発注しましたら、不落で２件ほど落ちており

ます。また、今月中に、再度内容の見直しを

しまして、入札にかける予定でございます。 

 いずれにつきましても、今不落になってい

る分につきましては、あずまや――休憩所で

ございます。につきましては、また10月に発

注しまして、年度内に終わるということで予

定をしております。 

 

○増永慎一郎委員 皆さん方が努力されてい

るのはよくわかりますけれども、多分業者さ

ん等も、農災とかも全然進んでいませんし、

建築の業者さんとかも、特に上益城はなかな

か難しいですし、町からの事業等もなかなか

進んでいませんので、やはり気合いを入れて

業者さんあたりにはお願いをしないと、なか

なか、これは全体的な話なんですけれども、

うまくいかないというふうに思いますので、

その辺はよろしくお願いしたいというふうに

思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員 監査結果の指摘事項につい

て、詳しい資料が環境保全課のほうから添付

されていますけれども、もう尐しちょっとお

聞きしたいんですが、当初予算は１億5,000

万と。国のほうからは２億9,000万円の内示

がありましたと。この分について、交付要項

を策定してなかったということで、市町村へ

の交付決定が遅延したと。 

 これは、１億5,000万円については、通常

どおりの交付要項等を策定して市町村への交

付決定が速やかにできたのか、それとも丸々

２億9,000万全部ができなかったのか、要す

るに、最初の１億5,000万についてはでき

て、残りの不足分の１億4,400万についてが

できなかったのか、そこをちょっとお聞かせ

いただければなと思うんですが。 

 

○山口環境保全課長 今の御質問の内容でご

ざいますが、県が事業主体となる補助金の交

付につきましては、交付要項がなければでき

ないということでございます。 

 補助金の交付につきましては、冒頭でも御

説明いたしましたけれども、３月に交付要項

を策定し、それで予算も確保し、補助金交付

決定、補助金の支払いまで、年度内に全て完

了することができたところでございます。 

 ですから、国から内示を受けました２億

9,000万円のうち、歳出のところで御説明し

ました、合志、それから山都町の2,400万の

繰り越しを除きまして、全て交付することが

完了しております。 

 

○内野幸喜委員 じゃあ、要するに各市町村

としても、平成28年度じゃなくて、もともと

平成29年度の予算を見込んでいたということ

で、市町村には、おくれたけれども、そこま

では支障は生じなかったという認識でいいん

ですかね。 

 

○山口環境保全課長 市町村に対しまして

は、国からの年度当初の内示がありました時

点で内示の情報を伝えておりまして、市町の
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ほうでは、それに基づきまして事業の着手に

かかられたところでございます。 

 市町村に対しましては、交付決定が３月に

なったということで、それ以降の事務に短時

間に複雑な補助金手続を行ってもらったとい

うことで、事務的には大変迷惑をかけたとい

うことでございますが、補助金については全

て完了することができたところでございま

す。 

 

○田代国広委員 関連で、ちょっとこういっ

た予算、決算の処理は、前代未聞というか、

絶対あってはならないことだというように思

うんですよね。逆のケースはよくあるケース

ですけれども、県が申請した額よりも国から

の内示が多いなんていうケースは、ほとんど

今まで私の経験では知りません。逆ならよく

あるんですね。 

 なぜこうなったのか、今ここにいろいろ書

いてありますが、私の感覚からすると、その

いわゆる積算ですね。積算の根拠、１億

5,000万の積算と、なぜ２億9,000万になった

かというのは、やっぱりもともと積算、事

業、これは事業ですから、積算の仕方といい

ますか、やり方といいますか、それに対する

認識の違いといいますか、そういったものが

あったような気がいたしますし、そしてま

た、予算が足りないわけですから、他の課か

ら、部内で予算流用して対応していますよ

ね、１億何千万か。３月の末になって、やっ

と各市町村に内示が決定し行かれたわけです

が、この予算流用も、部内だけならばいいん

ですかね、これは。予算流用して。他の部か

らは、まず予算流用はできないわけでしょ

う、基本的には。予算流用についてはどう考

えておられますか。 

 

○山口環境保全課長 まず、予算不足の原因

のところについてでございます。 

 当初、従来からの国の補助事業に対する計

画と、それから申請された水道事業施設整備

事業の２本立てで国のほうに要望額を上げて

おりましたけれども、従来からの国庫補助に

対する全国の事業体の要望額を国のほうで集

計したところ、国の予算を大きく上回ったと

いうことで、予算査定後の平成28年３月に、

国から、従来の補助事業から新設された事業

のほうに移行要請がございまして、６市町７

カ所の事業を市町村と協議して移行したとこ

ろでございました。その結果、最終的な補助

金が予算を上回るということになったところ

でございます。 

 もう一点の予算の流用のところでございま

すが、御説明しましたけれども、予算不足に

気がついたのが２月末で、２月補正の予算後

であったということで、早急に関係各課と協

議して、同一目内――環境整備になりますけ

れども、に財源があったことから、市町村に

おける補助金事業に極力支障が出ないよう、

迅速に対応する必要があるということで判断

いたしまして、予算流用ということにしたと

ころでございます。 

 結果として、補正予算を提案できなかった

ことは、非常に反省しているところでござい

ます。 

 

○田代国広委員 最終的に、予算流用を適用

して、各市町村には最低限の迷惑はかけなか

ったというようなことで落ち着いたわけです

よね。 

 

○山口環境保全課長 はい。 

 

○田代国広委員 ただ、余りにも金額が違い

過ぎるんですよ。これはもう正直言って、や

っぱりその対応をされる課、部署のある意味

では、失礼かもしれないけれども、怠慢と言

われても仕方ない結果だというふうに私は思

います。 

 したがって、これはどの部署にも言えるこ
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とですけれども、こういった結果が出ないよ

うに、しっかりとやっぱり今後対応していた

だきますように要望しておきます。 

 

○藤本環境局長 ちょっと済みません、尐し

整理してもう一回御説明したいと思いますけ

れども、このたびこのような事態が発生しま

したこと、本当に申しわけなく思っておりま

す。反省して、しっかりこれから対応したい

と思っております。 

 内野委員と田代委員の御質問に対してです

けれども、もともと市町村から大量の要望が

あって、なので、それをもとに要望したとこ

ろ、この説明資料にありますけれども、平成

28年度補助事業執行手続の、この２の背景と

原因に①②③の事業がありますけれども、市

町村から大量に要望をいただいて、①の事業

で国には県としては出しました。ところが、

余り予算が国からもらえなかったと、そこ

で、国のほうからは、③があるよと、③のほ

うでもっと要望したらと言われて、市町村は

もともと要望していますから、それを持って

いったということで、ほぼ丸々県の要望額が

①と③でついたということでございます。 

 その後、内示増があったんですけれども、

事実上、内示情報はもう市町村に伝えていま

すので、市町村は着々ともう事業を進めてお

ったと。ところが、内部手続である要項と予

算化が進んでなかったので、それが大変おく

れてしまったと。結果的には、もう２月末に

なってしまったので、先ほど流用という話も

ありましたけれども、流用は通常１つの部局

内で――目の縛りがありますので、部局内で

やると。幸い、そういう予算が残っていたと

いうことと、あとやっぱり市町村に補助金を

支払えないという事態になったら一番まずい

ので、できるだけ早く進めないといけない

と、そういうこともあって流用というのを選

択して、交付要項を至急つくって出したとい

うことでございます。 

 本当に、これはまことに申しわけない事務

処理でございますので、冒頭申し上げました

ように、こういうことが今後一切起きません

ように、継続して研修も実施して取り組みを

進めてまいりたいと思っております。 

 申しわけございませんでした。 

 

○田代国広委員 今内示の話が出ましたが、

内示はいつあったんですか。 

 

○藤本環境局長 この資料でいいますと、こ

の③の事業については、一番上の１の指摘事

項に書いてありますとおり、四角囲みの予算

のところにありますように、４月１日に内示

でございました。 

 

○田代国広委員 じゃあ、十分補正予算を組

む時間はあったわけじゃないですか。本当

に、やっぱり流用なんかしなくてよかったわ

けでしょう。堂々と立派な決算書ができるわ

けですから、こういったのを書くことなく

て。本当に、しっかりと今後ないようにお願

いしておきます。 

 

○坂田孝志委員長 今後、このようなことが

二度とないように、再発防止策をしっかり施

してやっていただきたいと思います。 

 ほかにございませんか。 

 

○磯田毅委員 循環社会推進課ですけれど

も、被害の大きかったところの市町村負担分

が0.3％で済んだと、非常にこれは本当に助

かるという感じを受けるんですけれども、被

害が大きかった分、通常の処理と比べてどう

なのかというのを参考にお聞きしたいと思い

ますけれども、例えば益城町だったら、通常

は、この費用、予算に比べて0.3％負担分っ

て、尐なかったのか、多かったのかですね。 

 

○久保循環社会推進課長 通常であります
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と、いわゆる２分の１の国庫補助に通常の起

債を充てますので、大体２割弱ぐらいの負担

が出てまいるんですが、今回の場合は、益城

町であれば200数十億の処理をしなきゃいけ

ない。それを、その割合で負担するとなれ

ば、とてもではございませんので、これを

0.3％まで圧縮できたというのは、かなり大

きな町としては財政効果ではないかなという

ふうに思っているところです。 

 

○磯田毅委員 被害がなかったときは、通常

の予算規模に比べてどうなのかということ。 

(発言する者あり) 

○久保循環社会推進課長 済みません、先ほ

どちょっと８割と申しましたけれども、通常

災害でしたら、９割の国庫補助と地方財政措

置になります。それが99.7まで行って、最大

そこまで行くという話でございますので、そ

れぞれの市町村で被害額が違いますけれど

も、まあ億単位の、何十億という単位の恩恵

がそこで生じているんじゃないかと思います

けれども、そういう答えで……。 

 

○磯田毅委員 それでいいです。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 

○村上寅美委員 最初、僕は、各県で発生し

たところが責任持ってやりますという答弁を

もらったな、最初の質問で。当然、熊本県

で。だから、例えば菊池川なら菊池川から出

た場合、小国から出て菊池川に出て、これが

有明海なんかに来た場合、４県にまたがって

入った場合でも、熊本県で発生したんだとい

うことで、熊本県がよその県の分までやるの

か、お願いして、そこは向こうに行っとった

場合は、そこまで熊本が踏み込んでいくの

か。例えば、佐賀、長崎が協力してくれる、

各県が協力するようになっているのか、それ

をちょっと聞きたいと思います。 

 

○久保循環社会推進課長 わかりました。先

ほどの御質問の内容が、ちょっと今ようやく

わかりました。 

 各県が、それぞれ自分の、いわゆる漁業者

とか、海岸管理に支障となる分を自分で除去

していくという流れになっております。です

から、この前の九州北部豪雤の場合も、熊本

地震の場合も、熊本県として支障になってい

る分につきまして、予算等を調えて回収をし

たという形になっております。 

 

○村上寅美委員 だから、俺が聞いているの

は、熊本県でそういうのが発生したけど、４

県に流れとるわけたい、またがって、有明海

の場合はね。だから、よそまで熊本県が踏み

込んで、御迷惑かけましたといって行くの

か、それとも、向こうに行ったら向こうの県

がやってくれるのか。簡単なこったい、あん

た。その辺はどうなっているのというのを聞

いているわけだから。発生は熊本県だから。 

 

○久保循環社会推進課長 発生源はそうです

が、漂着したところで処理するという形で進

めております。 

 

○坂田孝志委員長 各県ごとにやるんです

ね。 

 

○久保循環社会推進課長 踏み込んでいっ

て、その分まで熊本県が、迷惑かけたからと

いう形で、いわゆる回収までするということ

は行っておりません。 

 

○村上寅美委員 ようやくわかった、俺も、

君が言うことが。 

 

○久保循環社会推進課長 失礼しました。 

 

○森浩二委員 ちょっと関連して、今の海岸
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漂着物、いいですか。 

 これは前回も聞いたと思うけど、これは災

害廃棄物のは費用に入っているんですかね。

違うでしょう、これは。 

 

○久保循環社会推進課長 環境省のこの海岸

漂着物の補助金というのは、通常の漂着物除

去のための費用でございます。 

 簡単に言いますと、外国から流れてくるも

のとか国内から流れてくるもの、そういった

もの、通常の漂流ごみを処理するためのもの

なんですが、おっしゃるとおり、災害用のも

のではございません。ですから、年間で大体

30億ほどの国の予算がございますが、その分

については当初で配分されてしまいます、年

度当初で。ですから、災害が起こってごみの

処理が必要になりました場合は、国交省と

か、いわゆる農水省が持っている災害用の災

害関連事業の補助金があるんですね。それで

通常対応してもらうんですけれども、海上に

浮かんでいるものとか海底のごみが、その災

害用の補助金では対象になってないんです

よ。それだから、環境省が対象にしている関

係で、この補助金を取りたいというような声

が各県から上がってくるという状況になって

います。 

 昨年度は、経済対策もございましたけれど

も、何とか熊本地震という未曽有の災害も踏

まえて、先ほど水産振興課のほうで１億

2,500万円ほど予算を余分につけていただい

たということを申し上げましたが、そのよう

な対応というのは非常に例外的な対応でござ

いまして、本来は、おっしゃるとおり、もう

尐し踏み込んだ根本的な災害用の対策という

のも、国のほうで考えていただくべきなのか

なというふうに思っているところでございま

す。 

 

○森浩二委員 この対策事業は、28年度に事

業をしたんですか。もちろん、これはプラス

チックとかそういう海岸に、その事業でしょ

う。 

 

○久保循環社会推進課長 はい。 

 

○森浩二委員 その事業をしたのかどうか。 

 

○久保循環社会推進課長 3,200万円の執行

済みの額につきましては、通常の対策でござ

います。流木対策としてやったのが、先ほど

来申し上げております水産振興課、漁場対策

としてやった１億2,500万というので、環境

生活部の予算には計上されておりませんけれ

ども、農林水産部の予算としてそこは執行し

ているという状況になっております。 

 

○森浩二委員 いやいや、この予算ですよ。

3,000万、どういうことに使ったのか。 

 

○久保循環社会推進課長 その予算は、通常

のごみを回収する対策または啓発する対策と

して、沿岸市町村なり、県の海岸管理者のほ

うで執行している予算でございます。 

 

○森浩二委員 要するに、各海岸を持ってい

る市町村に分配したということですか。 

 前回あったとき、阿蘇のときかな、みんな

漁業者が出て拾ったんですよ。今回そういう

のがなかったもので、漂着物をこの予算で。

で、今回はしたのかなと思ってですね、そう

いうのを。それは市町村がするようになるん

ですか。 

 

○久保循環社会推進課長 ことしも、たしか

海づくりデーとかああいったときに、漁業者

の皆さんと市町村とで共同するような形で、

この事業で執行していると思います。通常、

そういった形で対処をやっていきます。 

 

○森浩二委員 何でこがん聞くかというと、
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要するに、今あんまりアサリなんかとれなく

て、漁民が出て日当をもらえればうれしいん

ですよ、このごみ拾うのがですね。だから、

ことしやったのかなと思ってですね。はい、

もういいです。 

 

○藤川隆夫委員 フロン関係の話が出ており

ましたので、ちょっと聞かせていただきます

けれども、フロンの回収処理というのがもう

大分前から進められていると思いますけれど

も、熊本県における現在のその進捗率という

のは、一体どの程度になっているのかという

のを教えてもらえますか。 

 

○久保循環社会推進課長 フロンガスです

か。 

 

○藤川隆夫委員 そうそう。 

 

○久保循環社会推進課長 フロンガスにつき

ましては、いわゆる温暖化効果があって、オ

ゾン層破壊につながるということで、できる

だけ代替フロンを使っていこうという形で、

交換するような形での施策を進めておりま

す。 

 ただ、どのくらいの率かというところま

で、申しわけございません、本日はちょっと

資料を持ってきてないんですけれども。 

 

○藤川隆夫委員 この件は後で教えてもらえ

ればいいんですけれども、先ほどおっしゃっ

たとおり、地球温暖化のために、県、結構10

年前ぐらいから恐らく回収を始めていると思

うんですけれども、だけど、なかなかこれは

進んでないというような話をちょっと聞くも

ので、実際、自治体として、一体どれだけ行

っているのかなと、どれだけ進んでいるのか

なというのをちょっと知りたかったので聞か

せてもらったんですけれども、後でそれは教

えてもらえればいいです。 

 

○久保循環社会推進課長 わかりました。 

 

○氷室雄一郎委員 時間がありませんので、

一言だけ。 

 水俣病審査課でございますけれども、不用

額が出ているということは、まあ知事も議会

答弁で、非常にスピードを上げて審査をやっ

ていくという、この16ページですけれども、

これはなかなか、まあ知事が述べられている

ように、ちょっとなかなか難しいんですか。

当初はこういう計画でやっていきますという

ことだったと思うんですけれども、どうなん

ですか。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 予算のほうは、毎年、ちょっとどのぐらい

診察をしていただくかとか、必要な旅費と

か、そういうものをちゃんとした基準のもと

に算定をしておりますが、ちょっと大目のほ

うに、足らなくなるとちょっと支障があるも

ので、この予算につきましては、ある程度、

まあ確実に１年間に耐え得るような予算確保

をさせていただいております。 

 中身の肝心な審査につきましては、知事の

ほうが、任期中に1,200件の審査を終えると

いう目標を立てておりますので、これをきち

んとやれるように、予算は不用額として残る

場合もございますが、審査につきましては、

今のところ的確に進めているという状況でご

ざいます。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、この数字は、あ

んまり考えなくてもよろしいということです

か。 

 

○三輪水俣病審査課長 一応、きちんとした

根拠をもとに算定をしておりますが、たまた

まちょっとこのように毎年不用額が生じてい
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るというような状況でございます。 

 

○田代国広委員 水俣病関係ですけれども、

毎年、膨大といいますか、かなりの予算が組

まれておるわけですが、愚問かと思いますけ

れども、この終わる見通しといいますか、見

込みと申しますか、それは大体わかります

か。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 私どもも、尐しでも早く全面解決に至るよ

うにと取り組んでおりますが、相手様もおら

れまして、いろいろ裁判も今現在７件継続し

ておりまして、原告の方も全部で1,500名ぐ

らいの方がおいででございますので、県とし

ては、きちんと主張、立証は裁判の場で尽く

していきたいと思っておりますが、なかな

か、いつごろにこの裁判が完結するとかいう

ことは、今現在ちょっとなかなかお答えしに

くい状況でございます。引き続き、精いっぱ

い解決に向けて取り組んでまいりたいと思っ

ております。 

 

○田代国広委員 裁判が終われば、この問題

の終結といいますか、そういった見通しが立

つというふうに理解していいわけですか。 

 

○三輪水俣病審査課長 先ほども申しました

とおり、認定申請をされている方が９月末現

在で1,020名ぐらいおられまして、裁判とあ

わせまして、その水俣病の認定を申請されて

いる方の、まあどうするか、棄却するのか、

認定するのかという作業とあわせて、両方が

完結すれば、一応は解決にかなり近づくので

はないかというふうに思っております。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 私のほうから、１つ申し上げます。各部局

にかかわることでございますので、お尋ねし

ます。人員確保及び職員の健康管理につい

て、３点ほどお尋ねいたします。 

 まず、昨年度の決算特別委員会におきまし

て、限られた人員で、通常業務に加えて、熊

本地震からの復旧・復興業務を行うことが課

題となっておりまして、職員に過度な負担が

生じることのない適正な定員管理について

も、改めて検討するよう求めてあります。 

 また、今年度の監査委員の審査意見書にお

きましても、増大する震災関連業務への的確

な対応に向けてということで、１つに、任期

つき職員の採用等によるマンパワーの確保、

２つ目といたしまして、通常業務の継続見直

し、民間委託の活用等を推進されたいとの意

見がございます。 

 そこでまず、１点目でございますが、業務

量と人員体制について、その課題と対応状況

をお尋ねいたします。 

 次に、時間外勤務について、審査意見書で

は、全体として発災以前に戻りつつあるが、

一部では依然として多い所属が見受けられる

とありますが、時間外勤務の状況はどうなの

か、過労死ラインを超えるなど課題があれ

ば、その対応も含めてお尋ねいたします。 

 加えて、審査意見書には、健康管理サポー

トセンターの活用等により、職員の心身の健

康管理に組織として十分配慮されたいとあり

ますが、休職者等の状況と組織としての支援

の状況はどうなのか。 

 以上３点について、お尋ねいたします。 

 

○田村環境政策課長 全課にまたがりますの

で、私のほうで代表してお答えさせていただ

きます。 

 まず１点目の御質問でございますが、業務

量と人員体制についての課題とその対応状況

ということでございます。 

 現在、先ほどから議論になっておりますけ

れども、今年度といたしましても、災害廃棄

物対策ですとかあるいは災害復旧事業につき



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成29年10月13日) 

 - 24 - 

ましては、引き続き行う必要があります。こ

れにつきましては、昨年に比べますと、かな

り状況的に落ち着いてきております。ただ、

一方で、今御質問がありましたように、水俣

病関連の事業ですとかあるいは環境規制の事

業など、これは不断に行わなければならない

事業等もあります。 

 そのために、今年度におきましては、任期

つき職員の任用ですとか、あるいは民間に委

託できるものについては可能な限り委託する

など、人員の確保にまず努めております。 

 あわせまして、全ての既存事業を見直しま

して、不要不急な事業の先送りですとかある

いは調査事業での縮小などを行うとともに、

会議の簡素化あるいは合理化など、業務手法

の改善にも、全部局挙げて取り組んでいると

ころでございます。 

 続きまして、２点目といたしまして、時間

外勤務の状況でございます。 

 御指摘のとおり、震災直後におきまして

は、災害対応とか被災地支援などで時間外が

多かったのは事実でございます。平成28年度

におきましては、月80時間超の職員が延べ39

人、実人員で26人ほど存在しております。 

 しかし、29年度におきましては、先ほど申

しましたように、業務もある程度落ち着きを

取り戻してきておりますので、震災前の平成

27年とほぼ同水準の時間外の水準になってお

ります。９月末時点で、80時間超は、今年度

は１名というような状況になっております。 

 これは、人事課が指導しております月45時

間、年間360時間とならないように、部の会

議等でも徹底しておりますし、各課におきま

しても、例会等で職員を小まめに指導して、

目配りを行っているところでございます。こ

れは、今後もしっかりと労務管理を行ってい

くよう、各管理者にも徹底しているところで

ございます。 

 最後に、健康サポートセンターの活用等の

職員の心身の状況についてでございますけれ

ども、当部におきましては、過労あるいは震

災を契機にしました心身の健康を損ねた職員

についてはおりませんでした。しかし、総務

事務センターが実施しておりますストレスチ

ェックがございますが、この中でやっぱりス

トレスを感じている職員がいるというのも事

実であります。 

 １人の職員に業務が集中しないように、今

後も目配りを行って、必要があれば担当業務

を見直すなどの労務管理を行ってまいります

とともに、健康サポートセンターとも連携し

ながら、しっかりと職員の健康管理について

は取り組んでまいりたいというふうに思って

おります。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 今もありましたように、

１つのところに過度に集中しますと、何らか

の支障を来すことも出てくると思いますの

で、職員の業務状況を把握されながら、健康

管理には十分配慮していただきたいと、この

ように思っております。また、人員確保に努

めていただきたいと思います。 

 また、そういうことがこの繰越事業を抑え

ることにもつながると思いますし、それがひ

いては熊本地震の復旧、復興のさらに加速す

ることにもつながることであろうと思ってお

りますので、十分そこら付近は配慮されて取

り組んでいただきたいと思います。 

 ほかにございませんか。よございますか。

――なければ、これで環境生活部の審査を終

了します。 

 これより、午後１時まで休憩します。 

 ありがとうございました。 

  午前11時36分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時43分開議 

○坂田孝志委員長 それでは、休憩前に引き

続き委員会を再開します。 

 それでは、これより商工観光労働部の審査
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を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、商工観光労働部長から決算概要

の総括説明を行い、続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 初めに、奥薗商工観光労働部長。 

 

○奥薗商工観光労働部長 商工観光労働部、

奥薗でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 平成28年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、商工観光労働部関係の２件の

措置状況を御報告いたします。 

 前年度の決算特別委員会では、委員長報告

第４の５にありますとおり、「中小企業振興

資金の未収金について、貸付金の回収に当た

っては、県民負担の公平化の観点とともに、

回収額と回収に要するコストとの費用対効果

の観点もあわせて考慮すべきと考える。限ら

れた人員体制で、今後どうすべきか、未収金

への対応について、改めて検討すること。」

との御指摘をいただいております。 

 未収金につきましては、熊本県未収金対策

連絡会議で策定されました未収金対策強化に

向けた取り組みに基づき、熊本県中小企業高

度化資金等に関する債権管理マニュアルを定

めて、債務者及び連帯保証人に対する督促や

法的措置等を実施し、適正な回収に努めてき

たところでございます。 

 昨年度の御指摘を踏まえまして、債務者に

ついて、経営状況や償還能力等の観点から、

Ａ正常先、Ｂ要管理先、Ｃ延滞先、Ｄ回収困

難先、Ｅ回収不能先の５つのランクに区分

し、その状況に応じた未収金対策を講ずると

ともに、回収困難先の中で、任意交渉及び強

制執行のいずれかの手段によっても回収不能

であると判断した貸付先３件について、今後

不納欠損することも見据えまして、徴収停止

の手続を行ったところであります。 

 今後も、債務者の状況に応じた効果的な債

権の取り立てに努めるとともに、回収困難先

については、徴収停止などの措置を講じなが

ら、人員体制等コストを踏まえた未収金対策

を進めてまいります。 

 次に、委員長報告第４の６にありますとお

り、｢採石について、産業振興という面があ

る一方で、環境問題もある。採石法に基づい

て指導等を行っていると思うが、住民のニー

ズと合わない状況も出てきていることから、

住民ニーズに応じて法律を補うルールづくり

を行うなど、住民の立場に立って取り組むこ

と｡」との御指摘をいただいております。 

 採石を行うに当たりましては、採石法の認

可基準を満たすのは当然のことでございます

けれども、県としては、景観や環境にできる

だけ配慮し、地域住民の理解を得ながら進め

ることが大事であると考えております。 

 問題となっております御所浦採石場につい

ては、県と天草市が御所浦まちづくり協議会

と事業者の間に立ち、防災対策や環境影響に

対するモニタリング、さらには景観復元に向

けた取り組みなど、終掘に向けました合意形

成を図るべく、現在意見交換を行っていると

ころです。 

 一方で、採石による骨材の供給は、公共事

業を初めとして社会基盤の整備を支えてきて

いるものであり、特に震災からの復旧、復興

には必要不可欠なものであります。地域の理

解を得ながら、今後とも安定的な供給体制を

堅持することが重要であると考えておりま

す。 

 そのため、今年度人員をふやして体制を強

化し、採石事業の安全性だけではなく、汚濁

水対策や緑化推進等、環境により配慮した採
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石方法などのパトロールや研修会を実施する

とともに、地域住民の声を早期に酌み取り、

疑義があれば事業計画を丁寧に説明するなど

により、できるだけ地域の中であつれきが生

じないよう努めてまいります。 

 次に、平成28年度決算の概要につきまし

て、お手元の決算特別委員会説明資料で御説

明いたします。 

 １ページをお開きください。 

 総括表でございます。 

 一般会計の歳入は、予算現額1,822億1,646

万円余のうち、収入済み額が705億6,995万円

余で、収入未済額は1,911万円余でございま

す。 

 収入未済の主なものは、中小企業従業員住

宅の使用料関連の未納に係るものでございま

すが、これにつきましては、本年４月に、債

務者が所有する土地の売却により911万円余

を回収しております。 

 次に、歳出でございますが、予算現額

2,428億7,486万円余のうち、支出済み額は

804億4,830万円余、翌年度繰越額が1,479億

9,949万円余で、不用額は144億2,707万円余

となっております。翌年度繰越額につきまし

ては、主にグループ補助金制度など、災害復

旧に係るものでございます。 

 不用額でございますけれども、主なものと

いたしましては、中小企業金融総合支援事業

や「がんばろう！熊本」観光復興事業、いわ

ゆる割引つき旅行プランでございます、の執

行残などでございます。 

 その他、特別会計が４本ございます。 

 このうち、熊本県中小企業振興資金特別会

計において、30億524万円余の収入未済額が

ございます。これは、先ほど御説明いたしま

した中小企業の振興を図るための県からの貸

し付けに係る未収金でございます。 

 歳出につきましては、熊本県高度技術研究

開発基盤整備事業等特別会計において、災害

関連で3,000万円の翌年度繰越額がございま

す。また、それぞれの特別会計に若干の不用

額が生じております。 

 以上、当部の平成28年度歳入歳出決算の概

要を簡潔に申し上げましたが、詳細につきま

しては各課長から説明いたしますので、御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○坂田孝志委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○中川商工政策課長 商工政策課長の中川で

ございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 まず、商工観光労働部監査の指摘事項でご

ざいますが、国際課の委託業務につきまして

御指摘をいただいております。対応状況等に

つきましては、後ほど担当課長から説明させ

ていただきます。 

 次に、商工政策課の決算説明でございま

す。 

 お手元の決算特別委員会説明資料２ページ

をお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございます。 

 国庫支出金、財産収入及び諸収入がござい

ますが、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 上から３段目の財産貸付収入でございます

が、大阪事務所の職員宿舎貸付料の過誤納が

生じたため、調定額よりも収入済み額のほう

が１万3,620円多い状況となっております。

これにつきましては、既に職員への返還手続

が完了しております。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 一般会計歳出でございます。 

 商業総務費でございますが、167万円余の

不用額が発生しております。これは、事務費

などの経費節減に伴う執行残でございます。 

 商工政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 
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○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課の

浦田でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 平成28年度の商工振興金融課の決算状況に

つきまして、主なものを説明させていただき

ます。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 ５ページから６ページまでが一般会計の歳

入に関する調べでございますけれども、いず

れも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 なお、国庫支出金のうち、中小企業組合等

共同施設等災害復旧費補助につきまして、予

算現額と収入済み額に974億5,928万円余の差

が生じておりますが、これは、中小企業等グ

ループ補助事業などの災害復旧事業を翌年度

に繰り越したことにより、収入が次年度とな

ることによるものでございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 諸収入のうち、中小企業貸付金回収金につ

きましては、予算現額と収入済み額に125億

4,453万円余の差が生じておりますが、これ

は、中小企業融資制度について、復興関係資

金の融資実績が見込みを下回ったことに伴

い、その原資となる金融機関への預託を一部

見送ったことから、金融機関からの回収金が

減となったものでございます。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 ７ページから９ページまでが一般会計の歳

出に関する調べでございます。このうち不用

額の大きいものについて御説明申し上げま

す。 

 ８ページをお願いいたします。 

 中小企業振興費につきまして129億6,040万

円の不用額が生じておりますが、これは、先

ほど歳入の説明時に申し上げましたけれど

も、備考欄の中段から尐し下のほうに記載し

ております、中小企業融資制度貸付金につい

て、復興関係資金の融資のために、その原資

となる金融機関への預託を行っておりますけ

れども、年度末にかけて補正予算編成時に想

定していたように実績が伸びなかったことに

伴って、金融機関への預託を一部見送ったこ

とが主な要因でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 災害復旧費の商工施設災害復旧費における

不用額5,180万円余につきましては、グルー

プ補助金受付業務委託費等の事務費に係る執

行残などでございます。また、翌年度繰越額

1,462億583万円余が発生しておりますけれど

も、これにつきましては、後ほど附属資料の

ほうで説明させていただきます。 

 10ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計でございます。 

 歳入に関する調べでございますけれども、

繰入金及び繰越金につきまして、不納欠損

額、収入未済額ともにございません。 

 なお、繰越金において、予算現額と収入済

み額に３億8,253万円余の差額が生じており

ますけれども、これは、会計ルール上、予算

現額は歳出予算額に見合う額として繰越金の

一部を計上し、収入済み額には繰越金全額を

計上していることによるものでございます。 

 次に、諸収入でございますが、中小企業振

興資金貸付金償還元金・償還利子及び延滞違

約金を合わせまして30億524万円余の収入未

済額が生じております。これにつきまして

も、後ほど附属資料のほうで御説明させてい

ただきます。 

 11ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計の歳出に関する

調べでございます。 

 商工費の中小企業振興資金助成費で1,053

万円余の不用額が生じておりますけれども、

これは、事務経費の節減及び経営状況把握に

係る費用が見込みを下回ったことに伴うもの

でございます。 

 続きまして、別冊附属資料のほうをお願い

いたします。 
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 １ページをお願いいたします。 

 平成28年度繰越事業調べについてでござい

ます。 

 ２段目の中小企業等グループ補助事業な

ど、４つの熊本地震関連の災害復旧補助事業

につきまして、補助事業者が事業計画策定、

復旧工事施工に不測の日数を要したことによ

り、平成29年度に繰り越しているものでござ

います。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 平成28年度収入未済に関する調べについて

でございます。 

 まず、上段の１、平成28年度歳入決算の状

況について御説明いたします。 

 収入未済額の内訳ですが、償還元金が28億

753万円余、償還利子が3,332万円余、延滞違

約金が１億6,438万円余でございます。 

 次に、中段２の収入未済額の過去３カ年の

推移については、３カ年とも現年度分の未収

金は発生しておらず、26年度の収入未済額30

億6,801万円余から、平成27年度は、5,398万

円余を回収し、30億1,402万円余となり、平

成28年度は、878万円余を回収し、30億524万

円余となっております。 

 次に、下段の３、平成28年度収入未済額の

状況について、収入未済額が生じております

のが、昨年度２件完納いたしましたので、18

貸付先となっております。このうち、分割納

付中の貸付先は、下段合計欄にありますよう

に、11貸付先、16億4,762万円余となってお

ります。 

 その右横ですが、法的措置を行っている貸

付先でございますが、１つの貸付先、２億

2,297万円余となっております。この貸付先

につきましては、預貯金の差し押さえを行

い、尐額ではございますが、５万円を回収い

たしました。 

 また、その右横の生活困窮状態にあります

貸付先は、１貸付先、１億1,437万円余でご

ざいます。 

 その他は、５貸付先、10億2,027万円余と

なっております。このうち、４貸付先、金額

でいいますと６億4,000万円余につきまして

は、既に廃業され、主債務者や連帯保証人の

資力もないことから、地方自治法施行令に基

づき、徴収停止を27年度に１件、28年度に３

件実施しております。 

 今後は、定期的に関係者の調査を行い、こ

のまま資力回復が認められなければ、債権放

棄の手続を進めたいと考えております。 

 なお、残り１件の貸付先については、既に

廃業されており、償還が滞っておりました

が、ことし８月から分割納付をいただいてお

ります。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 平成28年度の未収金対策について御説明い

たします。 

 ①にありますように、年度当初におきまし

て、未収金対策基本方針及び貸付先別の処理

方針を策定するとともに、②のとおり、個別

債権の回収に関しましても、法律的な解釈や

指導を受けるため、弁護士に法律相談を行っ

ております。 

 ③の法的措置としまして、１貸付先につい

て、預貯金の差し押さえを実施、５万円余を

回収いたしました。 

 また、④にありますように、債権回収会社

に１貸付先の調査業務を委託するとともに、

⑤のとおり、徴収困難な高度化資金１先及び

設備近代化資金２先について、地方自治法施

行令に基づく徴収停止を行ったところです。 

 さらに、⑥のとおり、平成28年度からは、

中小企業団体中央会に高度化事業診断等に係

る業務委託を行い、現在償還中の貸付先に係

る経営状況把握及び助言、指導を行っており

ます。 

 未収金の回収につきましては、継続的に粘

り強く回収に取り組むとともに、努力を尽く

してもなお回収が困難と判断される案件につ
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きましては、徴収停止など債権放棄も見据え

た対応など、県民の公平性の観点と費用対効

果を踏まえた上で対応してまいりたいと考え

ております。 

 商工振興金融課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課の

石元でございます。よろしくお願いします。 

 説明資料に戻っていただきまして、説明資

料の12ページをお願いいたします。よろしく

お願いします。 

 まず、歳入に関する調べでございます。 

 使用料及び手数料でございますが、不納欠

損額及び収入未済額はございません。 

 予算現額と収入済み額との比較で、最上段

に記載のとおり、611万円余の減となってお

ります。これは、使用料では、中ほどに記載

しております技術短大授業料において、低所

得世帯や地震による被災世帯への一部減免

を、手数料では、次ページの中段に記載の技

術短大入学料の一部減免などを行ったことに

よるものでございます。 

 次に、14ページをお願いします。 

 ２段目に記載しております国庫支出金でご

ざいますが、不納欠損額、収入未済額はござ

いません。 

 15ページの下から２段目に記載の職業能力

開発施設等整備費補助につきましては、予算

現額と収入済み額との差が１億6,579万円余

となっております。これは、高等技術専門校

等の災害復旧事業において、後ほど平成28年

度繰越事業調べにおいて御説明いたします

が、施設の被災状況の調査や復興方法の検討

に時間を要したことにより、年度内の事業完

了が見込めず、国庫補助金の受け入れを次年

度に繰り越したことによるものでございま

す。 

 また、同ページの最下段に記載の雇用開発

支援事業費等補助につきましては、予算現額

と収入済み額との差が2,981万円余となって

おります。これは、戦略産業雇用創造プロジ

ェクト事業において、12月時点で状況把握を

行い、２月補正で減額を行いましたが、その

後の補助事業の精算による実績の減や、複数

の事業者から事業実施が困難である等の理由

から補助申請が取り下げられたことによる事

業費の減に伴う国庫補助金の減でございま

す。 

 次に、16ページをお願いします。 

 ４段目に記載の生涯職業能力開発事業等委

託金につきましては、１億2,172万円余の減

となっております。 

 これは主に、離職者訓練の受講者の減尐や

早期に就職先が決まったことによる訓練生の

中途退校、離職者訓練事業の訓練生の就職率

に応じて訓練先に交付する就職支援経費が見

込みより尐なかったことによる国庫委託金の

減でございます。 

 次に、同ページ最下段に記載の財産収入で

ございますが、不納欠損、収入未済はござい

ません。 

 17ページに記載の繰入金につきましては、

予算現額に比べて収入済み額との比較が500

万円余減になっております。これは、緊急雇

用創出基金を活用した県事業の実績が執行見

込み額を下回ったことにより、当該基金から

の繰入金が減尐したものでございます。 

 次に、18ページをお願いします。 

 最上段に記載の繰越金でございますが、不

納欠損、収入未済はございません。 

 これは、平成27年度の２月補正で編成した

国の経済対策に係る予算について、平成28年

度へ繰り越しを行った際に生じた一般財源分

に当たるものでございます。 

 また、同ページの２段目に記載の諸収入で

ございますが、延滞金について1,905万円余

の収入未済がございます。これは、中小企業

従業員住宅事業関連のものになります。この

未収金の内容につきましては、後ほど別冊附
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属資料において説明させていただきます。 

 次に、18ページの中央部から下段にある雑

入でございますが、６万円余の収入未済がご

ざいます。これは、委託訓練受講経費の返還

金でございます。こちらの内容につきまして

も、後ほど附属資料において説明させていた

だきます。 

 次に、19ページをお願いします。 

 歳出に関する調べについて御説明いたしま

す。 

 同ページの最下段に記載の労政総務費です

が、359万円余の不用額が生じております。

これは主に、備考欄に記載の各事業におい

て、経費の節減等に伴う執行残でございま

す。 

 次に、20ページをお願いします。 

 最下段の職業訓練総務費でございますが、

449万円余の不用額が生じております。主な

理由としましては、備考欄の事業の概要のう

ち、認定訓練実施事業において、補助対象者

及び補助対象経費等の実績の減尐に伴う運営

費補助金の減による執行残でございます。 

 次に、21ページをお願いします。 

 最上段の職業能力開発校費でございます

が、１億4,136万円余の不用額が生じており

ます。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、下から２番目に記載の離職者訓練

事業において、歳入の生涯職業能力開発事業

等委託金で御説明いたしましたが、離職者に

対する職業訓練の実施を全額国庫委託金によ

り行っているものです。訓練の受講者の減尐

や早期に就職先が決まったことによる中途退

校、就職率に応じて委託先に交付する就職支

援経費について、１月から３月の訓練コース

を全て実施することで見込んだ人数を計上し

ていたものの、実績が見込みより尐なかった

ことによる執行残でございます。 

 次に、同ページの中央部に記載の技術短期

大学校費でございますが、1,534万円余の不

用額が生じております。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、技術短期大学校管理運営費及び技

術短期大学校教育対策事業において、備品購

入費や教育実習教材等経費、施設管理業務委

託などの経費の節減及び非常勤職員の実績減

による報償費等の執行残でございます。 

 次に、同ページの最下段に記載の失業対策

総務費でございますが、5,024万円余の不用

額が生じております。 

 主な理由としましては、次ページ、22ペー

ジの備考欄の事業の概要のうち、上から５番

目に記載の戦略産業雇用創造プロジェクト事

業において、新規雇用を条件に、新商品の開

発等に対して助成する事業メニューがござい

まして、収入でも御説明いたしましたが、補

助事業の精算による実績の減や、複数の事業

者から事業実施が困難である等の理由による

取り下げに伴う補助金の減などにより、執行

残が生じたものでございます。 

 次に、同ページの最下段に記載の労働施設

災害復旧費でございますが、1,871万円余の

不用額が生じております。 

 主な理由としましては、備考欄の事業の概

要のうち、一番下に記載の技術短期大学校災

害復旧事業において、熊本地震の被害に伴う

学校設備の修繕箇所が見込みより尐なかった

ことによる一般需用費の減や、被害を受けた

授業用備品の購入台数が見込みより尐なかっ

たことによる備品購入費の減などによる執行

残でございます。 

 続きまして、繰越事業について御説明をい

たします。 

 別冊の附属資料を御用意いただきたいと思

います。 

 附属資料の２ページをお願いします。繰越

事業に関する調べです。 

 熊本地震により被害を受けた高等技術専門

校、技術短期大学校の体育館等及び認定職業

訓練校に係る災害復旧関連事業について繰り
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越しを行っております。 

 主な理由としましては、関連する通常事業

と災害復旧事業等を一体的に調整を図りなが

ら取り組むことが効率的であること、また、

復旧事業に当たっては、施設の被害状況の調

査や復旧方法の検討に時間を要したこと、最

下段の認定職業訓練校においては、上益城建

設高等職業訓練校の災害復旧において、設計

変更等により、28年度内の事業完了が見込め

なかったものでございます。このため、必要

額を繰り越し、今年度にかけて実施している

ものでございます。 

 直近の進捗状況でございますが、最上段の

高等技術専門校耐震診断事業におきまして

は、実習棟の耐震診断が70％程度で、今月末

の完了予定でございます。 

 ３段目の高等技術専門校災害復旧事業にお

きましては、体育館の天井改修等の工事が、

こちらも80％程度進んでおり、11月末に完了

する予定です。 

 また、下から２段目の技術短期大学校災害

復旧事業におきましては、体育館の外壁改修

工事について、今年度中の３月に完了する予

定でございます。 

 なお、２段目の技術短期大学校教育対策事

業により施工した本部棟、実習棟、学生ホー

ル、渡り廊下、外壁改修工事及び最下段の認

定職業訓練校災害復旧事業により施工した上

益城建設高等職業訓練校の施設整備について

は、既に事業を完了しておりますので、あわ

せて御報告いたします。 

 引き続き、別冊の附属資料の11ページ、収

入未済に関する調べをお願いします。 

 延滞金における収入未済額1,905万円余で

ございますが、これは、中小企業従業員住宅

事業の延滞金でございます。 

 まずは、この事業の概要について御説明い

たします。 

 この事業は、厚生年金を財源とした融資を

利用して、昭和43年度から59年度まで実施し

た事業で、企業の従業員住宅の確保を目的

に、県が企業の従業員住宅を建設し、これを

中小企業に有料で20年間貸し付けた後、その

住宅を企業に譲渡するというものでございま

した。合計で68の企業の利用がありました

が、このうち１社について、使用料を滞納し

ていたことから、平成24年の12月議会におい

て、住宅の明け渡しや未払い貸付料の支払い

などを求める訴えについて、県議会の議決を

いただき、訴訟による解決を行いました。 

 これまでの未収金対策についてですが、12

ページの４、平成28年度の未収金対策をごら

んいただきたいと思います。 

 平成25年３月に、①住宅の明け渡しから、

④遅延損害金の支払いについて、内容を請求

する訴訟を提起し、本県の請求が認められる

判決が、同年９月に言い渡されました。その

結果、貸付料と延滞金の額3,351万円余が確

定いたしました。 

 住宅につきましては、かなり老朽化が進ん

でいたことから、平成25年12月に明け渡しを

受けた後、解体、撤去を終えております。 

 また、未収金の回収については、債務者の

連帯保証人の不動産が確認できたため、平成

27年２月に強制競売の申し立てを行いまし

た。平成27年９月に落札され、県に1,871万

円余の配当があったため、貸付金を初めとす

る債権の一部に充当して未収金を回収してお

ります。 

 その結果、元本分については完済したこと

により、最終支払い日以降の延滞金額が確定

し、延滞金総額は1,905万円余となりまし

た。 

 その後、28年度末であることしの３月に、

債務者から、債務者所有の土地の任意売買に

ついて、当該土地に抵当権を設定している県

と差し押さえを行っている熊本市に相談があ

ったため、弁護士等とも相談の上、任意売買

に応じることとし、今年度の４月に約911万

円余を回収いたしました。 
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 よって、現在の収入未済額は994万円余と

なっており、今後も、弁護士等と相談しなが

ら、引き続き未収金の回収に努めてまいりた

いと考えております。 

 引き続き、附属資料の13ページをお願いし

ます。 

 雑入として、６万1,000円の未収金が生じ

ております。 

 未収金が発生した背景を御説明いたします

と、平成21年度に高等技術専門校で行いまし

た自動車運転免許取得の委託訓練におきまし

て、訓練受講の際には雇用保険に未加入であ

った受講者が、訓練が終了した後で訓練受講

前の時点にさかのぼって雇用保険の被保険者

となったことから、委託訓練の受講対象者の

要件を満たさないこととなってしまっため

に、免許取得経費や訓練手当など、約10万円

余を返還させる必要が生じたことによるもの

でございます。  

 分納により、22年度まで、４万円余を返還

させたところですが、就職しても短期間で離

職を繰り返し、無職の状態が続いたことか

ら、23年度以降の返済が滞り、現在６万円余

の収入未済となっております。 

 対応につきましては、14ページ、４の平成

28年度の未収金対策に記載しておりますが、

これまで分納誓約書を提出させ、催告を行っ

てきておりましたが、①債務者が、平成25年

５月から生活保護を受給し始めたこと、②今

後も継続的な就労につく見込みが低く、返済

資金の確保が難しいこと、③債権金額が尐額

で、取り立てに要する経費が債権金額を上回

ることから、平成26年３月17日に徴収停止を

決定いたしました。 

 なお、28年度においては、福祉事務所等の

関係機関への状況調査を行い、徴収停止の要

件に該当すると判断したため、徴収停止を継

続することとしております。 

 今後も、債務者の生活保護を担当する福祉

事務所等の関係機関と連携の上、状況を調査

し、資力回復状況について確認を行っていく

こととしております。 

 労働雇用創生課分については以上でござい

ます。御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○末藤産業支援課長 産業支援課の末藤でご

ざいます。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額、収入未済額はございません。 

 24ページをお願いいたします。 

 表中ほどの地方創生加速化交付金におきま

して、予算現額と収入済み額に905万円余の

差が生じておりますが、これは主に、自然共

生型高付加価値産業促進事業において、補助

事業の採択実績が執行見込みを下回ったこと

などにより、国の交付金が減額となったもの

でございます。 

 次に、下から２つ目の地域未来投資活性化

事業費補助と、その下の地方創生拠点整備交

付金ですが、いずれも収入済み額が０円とな

っておりますが、これは、国の交付決定が年

度末になったため、年度内の事業完了が見込

めないことから、その全額を繰り越したこと

によるものでございます。 

 次に、一般会計の歳出について御説明いた

します。 

 28ページをお願いいたします。 

 工鉱業振興費におきまして、3,331万円余

の不用額が生じております。 

 主な要因としましては、燃料電池自動車普

及促進事業の水素ステーション建設工事に伴

う工事契約等の入札残と、リーディング企業

創出事業のリーディング企業育成支援事業費

補助金が、企業側の操業開始のおくれによ

り、交付ができなかったことなどによるもの

でございます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 産業技術センター費におきまして、1,543

万円余の不用額が生じております。 
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 主な要因としましては、運営管理費の経費

節減や、新規外部資金活用事業において、国

に応募していた研究事業が不採択となったこ

となどによる執行残でございます。 

 なお、翌年度への繰り越しが生じておりま

すが、これにつきましては、後ほど附属資料

で御説明いたします。 

 30ページをお願いいたします。 

 商工施設災害復旧費におきまして、9,281

万円余の不用額が生じております。これは、

熊本地震で被災した産業技術センターの災害

復旧工事に係る予算でございますが、不用額

の主な要因は、本事業で予定していた設計委

託や工事請負費の一部を地方創生拠点整備交

付金を活用した産業基盤技術高度化事業で実

施することにしたために生じたものでござい

ます。 

 以上、説明資料につきまして説明いたしま

した。 

 次に、附属資料のほうをお願いいたしま

す。 

 附属資料の３ページをごらんください。 

 産業技術センター費に生じておりました繰

り越しでございますが、産業基盤技術高度化

事業で４億2,572万円余を繰り越しておりま

す。これは、熊本地震で被災した産業技術セ

ンターの災害復旧工事を行うための予算でご

ざいますが、歳入で御説明しました地方創生

拠点整備交付金を活用した事業でございまし

て、国の交付決定が年度末になったため、年

度内の事業完了が見込めないことから、その

全額を繰り越したものでございます。 

 現在の進捗状況ですが、工事の設計委託は

完了しておりまして、実際の工事について

は、今月下旬に契約を締結する予定で進めて

いるところでございます。 

 次に、３Ｄものづくり基盤強化事業で

7,000万円の繰り越しが生じております。こ

れは、産業技術センターにおける試験研究備

品購入のための予算でございますが、こちら

も歳入で御説明しました地域未来投資活性化

事業費補助を活用したものでございまして、

国の交付決定が年度末になったため、年度内

の事業完了が見込めないことから、その全額

を繰り越したものでございます。導入する試

験研究備品の選定も終わりまして、現在入札

の公告を行っているところでございます。11

月中旬には契約を締結し、年度内には納品が

完了する見込みでございます。  

 産業支援課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○前野エネルギー政策課長 エネルギー政策

課長の前野でございます。よろしくお願いし

ます。 

 委員会説明資料の32ページをお願いしま

す。 

 32ページの使用料及び手数料、国庫支出

金、財産収入、33ページの繰越金、諸収入で

ございますが、いずれも不納欠損額、収入未

済額はございません。 

 34ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べでございます。 

 不用額の主なものについて御説明申し上げ

ます。 

 35ページの工鉱業振興費につきまして、

1,800万円余の不用額が生じております。こ

れは主に、備考欄の事業の概要にあります新

エネルギー等導入推進事業及び阿蘇採石場防

災対策事業において、事業実績が見込みを下

回ったことに伴う執行残でございます。 

 また、工鉱業振興費の翌年度繰越額が

3,600万円となっております。これにつきま

しては、附属資料で御説明させていただきま

す。 

 別冊の附属資料をお願いします。４ページ

をお願いします。 

 阿蘇採石場防災対策事業につきましては、

地域の災害防止のための沈砂池設置工事にお

きまして、地震の影響により測量等に不測の
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日数を要したため、工事費を繰り越したもの

でございます。７月に契約をしており、12月

までに工事完了見込みでございます。 

 エネルギー政策課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いします。 

 

○小牧企業立地課長 企業立地課の小牧でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の36ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計の歳入でございますが、不

納欠損額及び収入未済額はございません。 

 次に、下段の諸収入でございますが、予算

現額と収入済み額に１億9,985万円余の差額

が生じております。これは、企業立地促進資

金貸付金回収金分で、新規貸し付けの実績が

なかったことによるものでございます。 

 次に、38ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出でございますが、中小企業

振興費に766万円余の不用額が生じておりま

すが、これは、コールセンター等の立地を促

進させる産業支援サービス業等立地促進補助

金の申請額が予算見込み額より尐なかったこ

とによるものでございます。 

 次に、工鉱業総務費に４億8,132万円の不

用額が生じております。主なものとして、企

業立地促進資金融資については、先ほど企業

立地促進資金貸付金回収金でも説明しました

が、新規貸し付けを見込んでいたところ、実

績がなかったことによるもの、また、製造業

の立地を促進させる企業立地促進補助におい

て、補助金交付申請額が予算見込み額より尐

なかったことによるものでございます。 

 次に、40ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計の歳入でございます

が、不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。 

 42ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳入でご

ざいますが、不納欠損額及び収入未済額はご

ざいません。 

 上段の財産収入の予算現額と収入済み額に

２億2,358万円余の差額が生じております

が、主なものとしては、八代外港工業用地へ

の企業の進出に伴う土地売り払い収入でござ

います。 

 次に、繰越金でございますが、予算現額と

収入済み額に１億3,318万円余の差額が生じ

ております。これは、予算現額には歳出予算

に見合う額を計上したことによるものでござ

います。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 上段の財産収入の予算現額と収入済み額に

444万円余の差額が生じておりますが、これ

は、城南工業団地及びセミコンテクノパーク

において、新たに土地貸し付けが発生したこ

とによるものでございます。 

 次に、下段の繰越金でございますが、予算

現額と収入済み額に9,553万円余の差額が生

じております。これは、予算現額には歳出予

算に見合う額を計上したことによるものでご

ざいます。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳出でございますが、1,697万円余の不用

額が生じております。その主なものは、内陸

工業用地基盤整備事業費によるもので、不用

額につきましては、各団地の除草など管理経

費の執行残でございます。 

 次に、47ページの災害復旧費の翌年度繰越

額3,000万円につきましては、別冊の附属資

料で説明いたします。 

 それでは、別冊の附属資料の５ページをお

願いいたします。 

 ただいま説明いたしました高度技術研究開

発基盤整備事業等特別会計の繰越事業でござ

いますが、昨年６月の豪雤における城南工業

団地災害復旧事業について、調査、設計に不
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測の日数を要したことにより繰り越している

ものでございます。 

 なお、現在の進捗率21％と記載しておりま

すが、支払いが終了していないことによるも

ので、工事は完了したところでございます。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 県有財産の処分でございますが、城南工業

団地及び八代外港工業用地の区画の一部を民

間企業等に売却したものでございます。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○永友観光物産課長 観光物産課の永友でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の48ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

額及び収入未済額はございません。 

 予算現額と収入済み額との差額が大きいも

のにつきまして説明をさせていただきます。 

 49ページをお願いいたします。 

 表の２段目、社会資本整備総合交付金につ

きまして、予算現額と収入済み額に1,289万

円余の差が生じておりますが、これは、産業

展示場災害復旧等事業の一部繰り越しに伴う

ものでございます。 

 次に、表の３段目、地方創生加速化交付金

につきまして、予算現額と収入済み額に

4,397万円余の差が生じております。これ

は、外国人観光客に対する「おもてなし」向

上プロジェクト事業の交付額確定に伴う減に

よるものでございます。 

 次に、表の４段目、九州観光支援事業費補

助につきまして、予算現額と収入済み額に３

億4,794万円余の差が生じておりますが、こ

れは、「がんばろう！熊本」観光復興事業の

うち、割引つき旅行プラン、九州ふっこう割

及び阿蘇(中部・南部)応援ツアーの事業実績

額が執行見込み額を下回ったことによるもの

でございます。 

 次に、51ページをお願いいたします。 

 ここから52ページまでが一般会計の歳出で

ございますが、不用額の大きいものについて

説明をさせていただきます。 

 52ページをお願いいたします。 

 表の１段目、観光費で３億8,496万円余の

不用額が生じておりますが、主なものとしま

しては、先ほど御説明しました割引つき旅行

プランの実績減に伴う執行残でございます。 

 次に、表の４段目、商工施設災害復旧費で

8,484万円余の不用額が生じておりますが、

これは、産業展示場災害復旧工事の入札に伴

う執行残でございます。 

 次に、表の３段目、商工災害復旧費の翌年

度繰越額１億6,711万円余につきまして、別

冊の委員会附属資料で説明をさせていただき

ます。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 繰越事業でございます。 

 野外コンサート施設災害復旧事業及び産業

展示場災害復旧等事業の２件につきまして、

設計及び設計変更に不測の日数を要したこと

によりまして、一部を繰り越しているもので

ございます。なお、両事業とも、既に完了を

しているところでございます。 

 観光物産課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○小金丸国際課長 国際課の小金丸でござい

ます。よろしくお願いいたします。 

 まず、決算特別委員会の説明資料に入りま

す前に、今年度の定期監査における公表事項

として指摘事項がございますので、御説明い

たします。 

 ｢監査結果指摘事項」と表題にあるＡ４縦

１枚の資料をお願いいたします。よろしゅう

ございますでしょうか。 

 指摘事項は、｢国際観光振興促進事業委託

について、観光パンフレット作成業務の一部

が完了していないにもかかわらず、検査員に

よる検査などの履行確認が不十分なまま委託
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料の全額が支払われている。契約書や仕様書

等の関係書類に基づき、委託業務の内容につ

いて適正な検査を行うこと。」というもので

ございます。 

 事業の概要でございますが、平成28年４

月、当時の観光課から、熊本県観光連盟に対

して、海外向けの観光パンフレットを含む外

国人観光客誘客に係る業務を委託しました。

観光課は、平成29年３月31日に、委託業務の

実績報告を書面で確認し、５月31日に委託料

を観光連盟へ支払いました。 

 本年７月、海外誘客業務を引き継いだ国際

課において確認したところ、当該委託業務の

うち観光パンフレット作成業務の一部が未了

であることが判明し、実績確認が不十分なま

ま委託料の支払いを行っていたことがわかっ

たものでございます。 

 原因といたしましては、熊本地震の対応業

務を優先した結果、事業着手がおくれ、年度

末に業務が集中して、観光連盟と県で確認ミ

スが重なったことによるものでございます。 

 対応状況でございますが、当該委託業務に

ついては、観光連盟に対して、既に完遂させ

ておりますが、今後は、現物の確認を徹底す

るとともに、他班の職員にも確認させるな

ど、チェック体制を強化してまいります。あ

わせて、職員研修を充実強化することで、再

発防止を図ってまいります。 

 それでは、決算につきまして、お手元の決

算特別委員会説明資料の53ページをお願いい

たします。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

額及び収入未済額はございません。 

 また、雑入でございますが、熊本広西館の

閉館や海外技術研修員の宿舎の解約により、

保証金、敷金が還付されたものでございま

す。 

 次に、説明資料54ページ及び55ページの一

般会計の歳出でございますが、54ページの総

務費599万円余及び55ページの商工費1,146万

円余、合わせまして1,745万円余の不用額が

生じております。 

 主なものといたしましては、備考欄事業の

経費節減による執行残によるものですが、中

でも、旅券窓口である市町村と県との間の旅

券関係書類の移送料の執行残、補助事業のス

クラム型グローバル企業育成支援事業の実績

減による執行残でございます。 

 続きまして、附属資料の７ページをお願い

いたします。 

 繰越事業でございます。 

 平成28年度２月補正予算において計上した

戦略的ポートセールス推進事業及び「がんば

ろう！熊本」観光復興事業の２つの事業につ

いて、事業完了が見込めなかったことによ

り、全額を繰り越しているものでございま

す。 

 国際課については以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 国際スポ

ーツ大会推進課の水谷でございます。よろし

くお願いいたします。 

 説明資料の56ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入でございますが、不納欠損

額及び収入未済額はありません。 

 社会資本整備総合交付金及びスポーツ振興

くじ助成金について、予算現額に対し収入済

み額がゼロとなっておりますが、これは、当

該交付金を活用する事業について、全額を翌

年度に繰り越したことによるものでございま

す。 

 次に、57ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出でございます。 

 観光費で1,148万円余の不用額が生じてお

ります。主なものとしましては、ラグビーワ

ールドカップ2019推進事業のスタジアム整備

費における執行残などによるものでございま

す。 

 翌年度繰越額７億600万円については、附
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属資料で説明させていただきます。 

附属資料の８ページをお願いいたします。 

 ラグビーワールドカップ2019推進事業につ

いて、国の交付金の交付決定が年度末になっ

たことや、スタジアム利用者との調整などに

より事業が完了しなかったため、繰り越して

いるものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○坂田孝志委員長 以上で商工観光労働部の

説明が終わりました。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○村上寅美委員 スタジアムの建設がおくれ

とるというけど、事業のおくれというのは、

支障ないの、ラグビー開催に。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 国際スポ

ーツ大会推進課でございます。 

 ラグビーワールドカップは、２年後の2019

年の９月20日から開幕します。それに向け

て、計画的に事業を執行しておりますので、

大会には支障のないよう整備していきたいと

思っております。 

 

○村上寅美委員 俺が聞きよるのは、おくれ

ている理由は何かいと聞きよる。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 今回は、

国の交付金を活用して整備するものでござい

まして、国の交付決定がちょっと年度末ぎり

ぎりになったこととか、スタジアムはいろん

なスポーツに活用されております。いろんな

スポーツの活用者といろんな調整を図りなが

らスケジュールを組んで整備をする必要がご

ざいますので、その点で繰り越しをしており

ますが、いずれも今年度中には完了したいと

…… 

○村上寅美委員 大丈夫。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 できま

す。 

 

○村上寅美委員 大丈夫ならよかよ。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 

○小早川宗弘委員 この監査結果指摘事項と

いうふうなことで、観光パンフレットの作成

業務の一部が完了してない、これは具体的に

はどういったことですか。 

 

○小金丸国際課長 観光パンフレットにつき

ましては、既存のパンフレットの増刷分と、

それから既存のパンフレットを改訂する分

の、この２つの事業を年度当初に委託してお

りました。そのうちの改訂分につきまして、

納品が昨年度ない中で委託料を支払っていた

という案件でございます。 

 

○小早川宗弘委員 ちょっとこれ、単純なミ

スというか、結構、納入されとらぬとに、も

う払ったというふうなことで、非常に、これ

は行政としては重大なミスかなというふうに

思いますし、これ、委託先の観光連盟ですか

ね、ここからも納入してませんがというふう

な申し出はなかったんですか。 

 

○小金丸国際課長 県から委託しました観光

連盟につきましては、年度末に実績報告を出

すところでございますが、連盟のほうでも、

実績報告伺いの段階で、パンフレットのいわ

ゆる改訂版の初稿というものはできておりま

して、そのデザインについては、その伺い書

のほうに載せられていたのですが、しかしな

がら、年度末に実際の現物が納品されている

ところの確認がなかったという点がございま

す。 



第４回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成29年10月13日) 

 - 38 - 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員 この観光連盟さんも信頼

のおけるところだというふうに思いますの

で、仕事を受けたなら、やっぱり納入すると

いう義務を負っているというふうに思います

ので、ちょっとこの観光連盟さんも尐し落ち

度があったんじゃないかなというふうに思い

ますし、県のほうも、その辺のチェック体制

というのは、もっと十分に──単純に、発注

して納入されとらぬというふうな仕事ですか

ら、それは担当者が非常に重大なうっかりし

とったということだけではなくて、二重三重

のチェック体制というのを行っていただきた

いと思います。 

 以上です。 

 

○氷室雄一郎委員 いろいろありますけれど

も、わかりやすいので、観光物産課と国際

課。 

 この「がんばろう！熊本」観光復興事業と

いうのは、不用額が出ていますけれども、こ

れは、実績がなかったということは、これだ

けの額が使えなかった、十分効果を発揮しな

かったということでございますけれども、52

ページですけれども、ちょっともう一遍説明

してもらえますか。 

 

○永友観光物産課長 歳出に関する調べ、52

ページのところでございますね。１段目の観

光費の事業概要をちょっと見ていただきたい

んですけれども、その一番下に「がんばろう

！熊本」観光復興事業というところで、金額

が63億5,811万円というのを書いております

けれども、ここに昨年度実施しました九州ふ

っこう割というのが入っておりまして、九州

ふっこう割が65億6,000万円を本県いただい

ております。 

 その中で、第１期、７月から９月、第２

期、10月から12月ということで、いわゆる割

引つき旅行プランというのを分けて販売させ

ていただいたんですけれども、それが結果と

して３億数千万売れなかったと、実際に旅行

会社で販売をしていただいているんですけれ

ども、それが売れてないということで執行残

ということになっております。 

 

○氷室雄一郎委員 第１期なんか、人気、注

目もあって、第１期のほうがよかった、第２

期が厳しかったんですか。どうなの。 

 

○永友観光物産課長 １期が、大体予算の６

割から７割程度を配分して売りました。割引

率が、本県は最大70％割引きでしたので、１

期は非常に好調に売れました。２期は、50％

に低減しましたので、それで、２期は、いわ

ゆる交通つき、首都圏や関西から飛行機や新

幹線と宿泊施設がセットになった商品を売る

ようにウエートを上げました。それと、もう

一つは、金曜日、土曜日、祝前日というのは

お客さんが多いので、平日にお客さんを入れ

るために、そこを平準化しようということ

で、そういう販売方法もとりました。ところ

が、なかなか売れ行きがよろしくなくて、途

中からまた修正はしたんですけれども、結果

として３億数千万売れなかったという状況で

ございます。 

 

○氷室雄一郎委員 最初は期待もされまし

て、後、率が変わったりしまして、非常に使

い勝手がよくないといいますかね、こういう

状況だと思いますけれども、復旧、復興の観

光、特に阿蘇なんかは期待をされとったんで

すが、十分生かされなかった面があるのかな

という判断をしております。 

 もう一つは、55ページの国際課のほうは、

これも「がんばろう！熊本」観光復興事業で

すけれども、これは繰り越しで、これはどう

いう意味ですか。ちょっとわかりやすく説明

してください。 
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○小金丸国際課長 本冊のほうは、55ページ

の最下段の「がんばろう！熊本」観光復興事

業、それから別冊の繰越事業で申し上げます

と、７ページの下段の部分でございます。 

 当該事業につきましては、これは、外国ク

ルーズ船で来られるお客様のために差し上げ

ますバーチャルリアリティースコープ、それ

に係る経費でございます。 

 当該予算につきましては、２月補正予算で

要求をさせていただきまして、ことしの３月

冒頭に議会の御承認をいただき、それから配

布、作成準備を行ったということで、年度内

での事業が完了できなかったということで繰

り越しをさせていただいております。 

 今年度の４月２日が初入港でございました

が、これには間に合うように全てスコープを

配布させていただいているところでございま

す。 

 

○氷室雄一郎委員 せっかくこれから組まれ

て期待をされているわけでございますので、

費用効果が十分生まれるようにお願いをした

いと思っておりますので、よろしくお願いし

ます。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 

○小早川宗弘委員 28ページです。 

 工鉱業振興費ということで、不用額が 

3,300万余、この説明のときに、備考の中

で、燃料電池、水素ステーションの建設によ

る執行残というふうな説明があったかと思い

ますけれども、ちょっと確認をしたいと思い

ますけれども、この3,300万のうちどれぐら

い、水素ステーションの建設にかかわる執行

残が幾らというのがわかりますか。 

 

○末藤産業支援課長 今手元にデータがござ

いませんので、確認の上、後ほどお答え申し

上げます。 

 

○小早川宗弘委員 多分さっきの説明で、そ

ういうふうな不用額の内容の説明は間違いあ

りませんか。 

 

○末藤産業支援課長 説明といたしまして、

燃料電池自動車普及促進事業の水素ステーシ

ョン建設工事に伴う工事契約等入札の残でご

ざいます。 

 

○小早川宗弘委員 その水素ステーション建

設は、今県内では、どういうふうな普及の状

況、整備状況ですか。 

 

○末藤産業支援課長 水素ステーションにつ

きましては、県庁に１カ所整備をしておりま

して、こちらは水素自動車のＰＲ用に整備を

しているものの充塡用に使用しております。 

 

○小早川宗弘委員 この予算を見ると、１億

6,200万の予算が平成28年度ついとるですよ

ね。これは、建設のためのあと１カ所の水素

ステーションの建設費ということでしょう

か。 

 

○末藤産業支援課長 その１カ所のための建

設費用ということでございます。 

 

○小早川宗弘委員 それはどこですか。 

 

○末藤産業支援課長 県庁でございます。 

 

○小早川宗弘委員 そこのステーションの

……。今後の建設のための普及の取り組みと

いうのは、何かあるんですか。 

 

○末藤産業支援課長 ただいま、燃料電池自

動車の普及につきましては、国の方針といた

しまして、４大都市圏を中心に、2020年ころ
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を目安に整備を進めているところと承知をし

ております。 

 熊本につきましても、４大都市圏・福岡か

ら続く期待のあるエリアということで、しっ

かりと状況を見きわめながら、今後取り組み

を検討してまいりたいと考えております。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 

○森浩二委員 42ページの企業立地課。 

 土地貸付料、何でこがんふえとっとですか

ね。 

 

○小牧企業立地課長 今の土地貸し付けにつ

いての御質問でございますけれども、これ

は、予算計上は歳出と歳入を同額とする必要

があるために、差額を予算化しておるもので

ございまして、比較いたしますと、例年これ

ぐらいの金額が収入されるというものでござ

います。 

 

○森浩二委員 例年なら、こっちの調定額の

ほうからそっちば計上するわけいかぬと、予

算的には。意味がわからぬけど。 

 

○小牧企業立地課長 これは特別会計でござ

いまして、歳出に見合う部分を歳入で予算化

するということでございます。ですので、歳

出と連動する形で歳入を計上するという形

で、一旦、予算現額については土地貸付料と

繰越金を歳出予算に充当しますけれども、決

算によりますと、実際に入ってきた額が、こ

の収入済み額という形になりますので、この

ような形になるということでございます。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員 はい、わかりました。 

 

○坂田孝志委員長 ほかに。 

 

○田代国広委員 附属資料の１ページですけ

れども、グループ補助金の高額な繰り越しが

出ております。1,454億円超える繰り越しだ

と思いますが、これの財源がしっかりと担保

されているかどうかが１点と、もう１点は、

これに対して県債484億円以上をするわけで

すが、この県債は特交の対象になるんですか

ね。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 附属資料１ページの中小企業等グループ補

助事業の財源内訳を見ていただきますと、ま

ず、国庫支出金については、28年度の補正予

算で確保されたやつを繰り越しているので、

しっかり確保されております。それと、県債

の484億につきましては、災害対策債という

特別な地方債が許可されてまして、その元利

償還金の95％については、普通交付税に参入

されて、翌年度以降20年ぐらいに分けて起債

の償還と見合った金額の95％の金額が交付税

に参入されるということで、ほぼ全額国費に

近いような形での対応となっております。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員 特交よりももっと有利な条

件だというふうに理解していいわけですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 普通交付税に参入

されますので、ルール上、ちゃんと対応でき

るということになっております。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 

○末藤産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 先ほど小早川委員から御指摘いただきまし

た、燃料電池自動車普及促進事業の不用額内

訳でございますけれども、こちら736万円余

ということでございます。 
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○坂田孝志委員長 ないようでございますの

で、私から尐しお尋ねします。 

 各部局にかかわることであります人員確保

及び職員の健康管理について、３点ほどお尋

ねします。 

 まず、昨年度の決算特別委員会におきまし

て、限られた人員で通常業務に加えて熊本地

震からの復旧、復興業務を行うことが課題と

なっており、職員に過度な負担が生じること

のない適正な定員管理についても、改めて検

討するよう求めてあります。 

 また、今年度の監査委員の審査意見書にお

きましても、増大する震災関連業務への的確

な対応について、１つに、任期つき職員の採

用等によるマンパワーの確保、２つ目とし

て、通常業務の継続見直し、民間委託の活用

等を推進されたいとの意見があります。 

 そこで、まず１点目でありますが、業務量

と人員体制についての課題とその対応状況に

ついてお尋ねします。 

 次に、時間外勤務について。 

 審査意見書では、全体としては発災以前に

戻りつつあるが、一部では依然として多い所

属が見受けられるとありますが、時間外勤務

の状況はどうなのか。過労死ラインを超える

など課題があれば、その対応も含めてお尋ね

いたします。 

 加えまして、審査意見書には、健康管理サ

ポートセンターの活用等により、職員の心身

の健康管理に組織として十分配慮されたいと

ありますが、休職者等の状況と組織としての

支援の状況はどうなっているのか。 

 以上３点について、お尋ねいたします。 

 

○中川商工政策課長 それでは、私のほうか

ら、今御質問いただいた項目につきまして説

明させていただきます。 

 まず、昨年度の震災によりましての業務量

の増等の課題についてでございますが、先ほ

ど説明させていただきましたグループ補助金

あるいは観光の創造復興等を中心にしまし

て、膨大なボリュームの事業量が発生してお

ります。 

 特に、グループ補助金等につきましては、

約5,000件に迫るような申請予定に対応する

ようなボリュームになっております。 

 歳出予算ベースで見ますと、27年度と28年

度歳出予算ベースで、特別会計まで含めます

と、約９倍近い事業量になっております。物

すごいボリュームになっております。 

 それに対する人員体制ということでござい

まして、全国の自治体から、うちの県への派

遣をいただいておりまして、その中から、う

ちの部には９名の配置をいただいておりまし

て、主にグループ補助金の対応をいたしてお

ります。 

 また、任期つき職員につきましても５名の

対応、それから再任用の職員につきましても

13人の対応、それでもまだまだボリュームが

ございますので、部内の職員の再配置という

ことで、このボリュームのある事業に対応し

ているところでございます。 

 また、２点目の時間外等の対応でございま

す。 

 時間外等の状況につきましては、震災発生

から年度の前半をピークにしまして、それか

ら昨年の末ぐらいまでにかけて、先ほど御説

明しましたグループ補助金、また、観光の復

興割、風評被害対策等への対応ということ

で、かなりの時間外が発生いたしておりま

す。 

 私ども、できるだけ特定の部署に業務が集

中しないように、各所属長に、部長を先頭と

した打ち合わせ等の場を通じて業務の再配置

を行うようにいたしておりまして、また、こ

れまで平時でありましたら淡々とやっており

ました事業を、その実施時期をコントロール

する、あるいは一部休止をするなどの業務量

の見直し等も行っております。 
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 それでも、どうしても期限のついた仕事を

する際に時間外は発生いたします。そういう

際にも、できるだけ一人の職員に集中しない

ように分担して対応するようにいたします。 

 また、３点目の健康管理サポートセンター

の分でございますけれども、これにつきまし

ても、先ほど御説明しました業務量の軽減は

もちろんのこと、所属長が、できるだけ不用

な書類を、資料を部下につくらせたりしな

い、あるいは、打ち合わせ等も、できるだけ

不用な打ち合わせ等はしない、所属長が率先

して、時間外の始まる前にはさっと帰る、休

日もきちんととると、そういう模範を見せる

と。 

 それでも、やはりどうしてもスタッフの方

たち、やっぱりなかなか大変な部分も出てま

いります。そういった際には、できるだけ所

属長のほうからも声をかけて、どうしても大

変であれば、サポートセンターに行くなり適

宜病院に行くなりの対応をするように、それ

は部内徹底いたしているところでございま

す。 

 尐し長くなりましたが、以上でございま

す。 

 

○坂田孝志委員長 休職者というのは、おら

るっとですか。 

 

○中川商工政策課長 休職者の数も、かなり

心配しておりましたけれども、今回の震災を

原因とした休職というのは、まだ幸いながら

発生しておりません。もともと調子が悪くな

って休職された方は数名いらっしゃいますけ

れども、震災に伴う休職者というのは発生し

ておりません。 

 以上でございます。 

 

○坂田孝志委員長 これまで行革を進めなが

ら職員数が減ってきた中での、今回のこの大

きな震災が発生したわけであります。そし

て、これまでの間、それぞれの所属、また管

理職の皆さんにおきましても、ふえ続ける業

務の円滑な処理と、職員の健康管理のバラン

スをとるなど、苦慮されてきたと思います。 

 業務が、先ほどお話しありましたように、

一つのところに過度に集中することになりま

すと、何らかの支障を来すことも出てくると

思いますので、職員の業務状況を把握し、健

康管理に配慮されますとともに、人員確保に

努めていただきたいと思います。それがまた

繰越事業などを抑えることにもつながること

であろうし、ひいては、この震災からの復

旧、復興の加速にもつながると思っておりま

すので、十分そこら辺は踏まえて御配慮いた

だきたいと、このように思っております。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 

○田代国広委員 先ほどのグループ補助金の

件ですけれども、1,400何十億という金を29

年度で消化し切らなかった場合、例えば一般

的な補助事業の場合は、繰り越しは１年間繰

越明許は認められとるわけでしょう。それ

は、その１年間のうちに事業は完了しなけれ

ばならないというのが普通ですよね。 

 ただ、今回のこのグループ補助金の場合の

そういった繰り越した事故繰りじゃなくて、

繰越期間内で事業が着手すればいいのか、そ

れは完成は無理だと思いますから、そういっ

た一般の補助事業とこのグループ補助金の制

度上の違いはどうなっているんですか。 

 

○浦田商工振興金融課長 今田代委員がおっ

しゃられました、現在、グループ補助金につ

いては、年度中に交付申請してください、交

付決定をやれれば何とかつながりますという

ような御説明をしておりまして、恐らくはっ

きり──国とも政府提案とか６月の現地での

意見交換会でも要望しましたけれども、事故

繰りも見越しながら対応していただけるとい

うような感じで捉えております。 
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 以上でございます。 

 

○田代国広委員 ということは、このグルー

プ補助金の場合は、例えば29年度内に予算を

一応執行といいますか、交付決定ですか、す

れば、それから民間が事業をされるわけです

けれども、それは何年かたってもいいという

ことに理解していいわけですかね。 

 

○浦田商工振興金融課長 グループ補助金の

予算については、28年度の補正予算でつい

た、29年度は明許繰越、役所の予算なので、

30年度に事故繰りができれば、30年度末まで

できれば、特に問題はない。 

 田代委員が言われたとおり、31年、32年の

対応につきましては、現在、政府提案とかで

も要望しておりますけれども、来年度以降に

申請が必要な人たちに対する対応、これにつ

いてお願いしております。 

 要するに、別途の予算をまた用意していた

だけないかというような要望をしております

ので、こちらについては、一定の国も──益

城の４車線化でありますとか、土地区画整理

事業、熊本市の液状化とか、あと、交通イン

フラによって復旧がおくれているところは、

まだ進まないだろうという理解も得ていただ

いておりますので、それに向けてしっかりと

協議してまいりたいと思っております。 

 

○坂田孝志委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、これで商工観光労働部の審査を

終了します。 

 次回の第５回委員会は、10月16日月曜日午

前10時に開会し、午前に農林水産部の審査を

行い、午後から健康福祉部の審査を行うこと

としておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 なお、委員会資料は、足元の資料袋の中に

入れてありますので、御確認のほどよろしく

お願いします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 本日は御苦労さまでした。 

  午後２時３分閉会 
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